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★表紙用の写真を
募集しています★

小規模宅地開発地でよく見かける行き止まりの道路です。入ってくるクルマが
限られ、そこに住むこどもたちの遊び場になっています。

（松戸市で撮影　杉田久美子）
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　クルマ社会を問い直す会では、7月25日に「環
境NGOエコ・クリエーターズ・クラブ」「自転車
スイスイ」の二団体と共同で、民主党がマニフ
ェストの中に盛り込んでいる、高速道路無料化
及び暫定税率廃止について再考を求める意見書
を提出しました。また、8月30日に予定されてい
る衆議院議員総選挙の民主党の各公認候補に、各

候補のホームページを通じ、メール及びフォー
ムメールでこの意見書を送信しました（一部技術
上の問題で送信できなかった候補もいます）。こ
れに対して民主党の方からは公式の反応はあり
ませんが、この意見書が今後の政策運営に影響
を与えてくれるものと期待しています。ここに
意見書の全文を紹介します。
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	　民主党へ「高速道路無料化及び暫定税率撤廃
	 についての意見書」を送付	 林　裕之（世話人）
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高速道路無料化及び暫定税率撤廃についての意見書

2009年7月25日　

民主党 代表　鳩山 由紀夫　様

 クルマ社会を問い直す会（代表　杉田正明）
 環境NGOエコ・クリエーターズ・クラブ（代表　鈴木一之）
 自転車スイスイ（代表　渡辺 進）

    貴党は、この度実施される衆議院議員総選挙に際して、作成されるマニフェストの中に、
首都圏を除く高速道路の無料化及びガソリン税等の自動車関連の暫定税率の撤廃を盛り込ま
れる意向であることを知りました。このことについて、私たちは環境破壊や税負担の不公平
などの社会問題をさらに深刻化するものであるという理由で再考を強く求めます。

1 高速道路無料化及び暫定税率撤廃は、地球環境の破壊をさらに進めます
  　自家用車が、1人を1km運ぶのに出す二酸化炭素量は、鉄道の約9倍、バスの約3倍と

公共交通機関と比べて圧倒的に多くなっています。そのほかにも窒素酸化物や浮遊粒子
状物質などの有害物質を大量に排出します。今後「エコカー」の割合が増えたとして
も、高速道路無料化及び暫定税率撤廃が実施された場合は、自動車走行量が大幅に増
え、また高速道路の渋滞がいっそう激化することになり、このような有害物質の排出が
大きく増加することが考えられます。実際に、環境自治体会議・環境政策研究所の調査
によると、「高速道路1000円乗り放題」が実施された今春の大型連休の2週間だけで二酸
化炭素排出量が66万トンも増加しました。
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  　高速道路無料化及び暫定税率撤廃は、明らかに地球環境の破壊、特に地球温暖化を進
めることに大きく貢献することになります。これは地球温暖化抑制に力を入れようとさ
れている民主党の方針とも大きく矛盾します。

2 高速道路無料化及び暫定税率撤廃は公共交通機関の経営を強く圧迫します
  　高速道路無料化及び暫定税率撤廃が実施されれば、多くの人々が鉄道やバスなどの公

共交通機関の利用をやめて自家用車の利用に変わることが考えられます。すでに今春か
ら実施されている高速道路料金の値下げによって自動車の走行量が増える一方、公共交
通機関の利用者は大幅に減少し、廃業に追い込まれたフェリー会社もあると聞きます。
高速道路無料化及び暫定税率撤廃が実施されると、自動車と比べて環境破壊や事故によ
る人命損傷などの危険性が遙かに少ない公共交通機関の経営を強く圧迫し、多くの労働
者の雇用を脅かします。

3 暫定税率撤廃は自動車利用者が本来負担すべき費用を不当に軽減します
  　確かに、これまで暫定税率が道路特定財源として存在したために、無駄な道路が数多

く建設されてきたことは事実です。しかしそのことが暫定税率を撤廃する理由にはなら
ないのではないでしょうか。

  　日本では、自動車利用者が道路事業への総投資のすべてを支払っているわけではあり
ません。自動車を直接利用しない人も負担する一般の税金によってまかなわれている部
分も小さくないのが現状です。その他にも、自動車は交通事故、排気ガスによる呼吸器
疾患、騒音、気候変動、道路建設による自然破壊、混雑、公共交通機関衰退による自動
車を直接利用しない人々の交通弱者化など第三者に補償なしに不利益を強いています。
即ち外部費用を発生させています。

  　自動車利用者は第三者へ強いている外部費用と道路事業の未負担分を追加的に負担す
べきであり、むしろ課税を強化することが課題となるはずです。暫定税率の撤廃など論
外です。

  　自動車関連の税は外部費用課税として明確に位置づけ直し、その税収は、自動車の走
行によって不利益を被っている第三者への補償もしくはそれに替わるものに使うべき 
です。

  　なお、兵庫県立大学の兒山真也氏らの研究に基づくと、乗用車は1km当たり29円、東
京大学の金本良嗣氏らの研究に基づくとガソリン車は1km当たり13円の外部費用を発生
させているとの報告があり、ガソリン1リットル当たりに換算すると、それぞれに約270
円、約120円程度になります。本来、現行の課税にこの程度の金額が上乗せされるべき
です。
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■はじめに

	 クルマ社会を問い直す会では、これまでも国
政選挙に合わせて交通政策に関する公開質問を
実施してきました。各政党の政策を問うことは
もちろん、私たちが取り組む交通分野の政策を
ご検討いただくきっかけにもなることから、選
挙前の公開質問は有意義な機会になってきたと
思われます。
	 そこで、今回の衆院選でも実施することにな
り、筆者が取りまとめを担当しました。本稿で
はその経緯と結果をご報告します。
	 なお、質問内容の詳細と各党からの回答は7ペ
ージ以降に全文を掲載していますので、ご覧く
ださい。

■準備から実施まで

	 2005年9月に実施した前回のアンケートを参考
に、東京ミーティング（※1）やメーリングリスト

（※2）などで意見交換をして質問内容を検討しま
した。6月の東京ミーティングで最終調整をし、
7月上旬に最終案提示、中旬に質問内容を確定、
7月27日発送、8月4日締切（消印有効）、10日発表
という日程で行いました。この間、当会世話人・
会員の皆さんには助言やお手伝いをいただき、あ
りがとうございました。
	 質問形式は前回と同様、二択で答える設問と、
関連する回答の自由記述を設ける形にしました。
その中身については、2005年時点から進展のあ
った政策（飲酒運転対策など）と無かった政策（自
動車総量規制や公共交通等の充実など）があるこ
とから、進展が見られない政策を重点的に問い
直すことにしました。また、近年懸案になって
いる歩行者・自転車利用者の被害増加、自動車
税制の在り方、公共交通の維持・活性化、PM2.5	
環境基準設定、地球温暖化対策などの最新事情
を取り込み、全4章17項目の質問にまとめました。

■実施にあたっての課題

	 今回の質問で直面した課題のひとつに、選挙
時期を読みづらかったことがあります。マスコ
ミでは昨年より解散の話題で騒がれ、自治体が
備品を発注してしまったとか、他団体で早めに
アンケートを実施してしまったという話も聞か
れるほどでしたが、結局、解散は任期満了間近
の今年7月になりました。一方、今回の総選挙は
解散から投票日まで法定最長の40日になったこ
とから、解散後のアンケート実施は比較的余裕
を持って行うことができました。
	 もうひとつ、以前実施した政党アンケートか
らの引き継ぎで不手際があり、各政党の窓口に
なっていただいた方が判らないといった課題が
ありました。今回は、電話等で改めて連絡し直
し、多くの政党の政策アンケートご担当者様に
ご協力いただいて実施することができましたが、
また次の国政選挙まで間が空きますので、次回
への引き継ぎを含めて取り組みたいと思ってい
ます。

■回答状況とその公表

	 本稿執筆時点での回答状況は、次のとおりで
す。（8月20日現在、改選前議席数順）
【回答あり】		民主党、公明党、日本共産党、社会

民主党、国民新党
【検 討 中】	みんなの党
【無 回 答】	自由民主党、改革クラブ、新党日本
	 今回対象としたのは、政党助成法の政党要件
を満たし次期総選挙に候補者が立つ見込みとな
っていた全8政党で、質問書と会報最新号、返信
用封筒（切手貼付済）など一式をお送りするとと
もに、電話で回答をお願いしました。また、本
アンケート実施後の8月上旬に結党した	みんな
の党には、その後に電話とFAXでご連絡し、回
答を待っている状況です。

　	クルマ問題と交通政策に関する政党アンケートを実施
	 　　　〜2009年総選挙にあわせ政策を問う〜
	 井坂洋士（地域活動連絡係）　

リポート
会の
活動
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	 これまでにご回答いただいた5政党からは、全
て8月4日の締切日までに文書でご回答をいただ
きました。お忙しいところ丁寧なご対応をいた
だいた各ご担当者様には、この場を借りて御礼
申し上げます。
	 いただいた回答は、10日に当会ホームページ

（※3）で公表するとともに、主要報道機関・記者
クラブ向けに報道発表資料（プレスリリース）を
送付しました。また、8月23日開催の横浜カーフ
リーデー 2009＆モビリティウイークのプレイベ
ントや、29日開催の当会主催「温暖化問題とク
ルマについての学習会」などで印刷物を配布し、
広く皆さんの政策選択にお役立ていただけるよ
う広報を行いました。

■雑感

	 今回の総選挙は「政権選択選挙」とも言われ、
各党が選挙前にマニフェスト（政権公約）や政策
集を掲げることも定着してきました。こうした
中、各党が掲げる政策に注目が集まっていると
感じています。	
	 ところが、私たちが取り組んでいる「クルマ
社会」の問題点や、毎日の生活に欠かせない道
路交通・地域交通に関する政策は極めて少ない
のが実情です。毎日の生活に密接に係わる問題
でありながら、残念ながら地域交通・道路交通
問題への関心は高まっていない感があります。
	 そうした状況で、私たちが交通政策に関する
課題を具体的に提示して各党の姿勢を問い、そ
れに対し主要政党から回答を得られたことに意
義があったように思います。このように多岐に
わたる質問を実施して回答が得られたのも、日
頃から自動車や地域交通に関する幅広い問題を
取り扱ってきたクルマ社会を問い直す会の、こ
れまで積み重ねてきた活動の賜物と言えそうで
す。この会報をはじめ、日頃からの取り組みを
今後とも続けていくことの意義を改めて感じさ
せられました。
	 以下では、各質問の狙いと、各党からの回答
内容について、簡単にご報告します。（各党から
の回答全文は7ページ以降でご覧ください。）

＊　　　　　　＊

1. 歩行者・自転車利用者の安全・安心
	 日本では欧米諸国に比べて歩行者・自転車利
用者が被害者になる交通死者の割合が極めて高
い（2007年度で48.2%、会報56号	p29）という異常
事態が一層顕著になった事態を受け、あえて歩
行者・自転車利用者の安全確保に絞った質問を
行いました。
	 当会の提案に対し、各党からは概ね前向きな
ご評価をいただきました。当会が掲げる「クル
マ優先でなく人優先の社会へ」という目標とそ
の必要性が、多くの皆さんに理解されていると
感じます。
	 しかし一方で、今回の総選挙に際し各党が発
表している政策・公約を見ても、歩行者・自転
車利用者の安全確保を念頭に置いた政策はなか
なか見られません（唯一、社民党が本アンケート
実施後に発表したマニフェスト総合版の中に

「人・まち・環境にやさしい交通」の項目を設け
ていました）。今後は、多くの党が前向きな回答
を寄せた「通学路の安全確保」や「ドライブレ
コーダーの普及」の早期実施を求めていくとと
もに、歩行者・自転車利用者の安全確保に向け
た問題提起を行っていく必要もあるように感じ
られました。

2. 環境・公害・エネルギー問題の改善
	 地球温暖化は世界に共通する課題となってい
ます。今回ご回答いただいた政党も温暖化対策
を必要と考え、各々何らかの形で公約に掲げて
おられるようです（国民新党を除く）。また、そ
の一環でクルマ対策が必要と考えておられる点
もほぼ共通しています。
	 具体的には、鉄道やバスなどの公共交通機関
の利用促進、貨物ではモーダルシフト（自動車か
ら鉄道、船舶への移行）が必要と考えておられる
点が各党に共通しており、この部分では各党で
連携しての実現に向けた取り組みを期待したい
ところです。
	 半面、自動車関連税制の扱い、とりわけ自動
車の外部費用に対する考え方では、各党で差が
見られました。こうした点は、私たちの今後の
取り組みが必要な分野と言えそうです。
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3. 公共交通・自転車利用環境の充実
	 各党とも公共交通の必要性を認識されている
ことが分かりました。特に、地方部で縮小・廃
止が相次ぐ公共交通の維持・再生に向けた具体
的な政策を示していただきました。民主党政策
集INDEX2009と社民党マニフェスト総合版には
具体的な記述があり、「交通基本法」を制定し、
交通の環境負荷を低減すること、LRT（次世代
路面電車）やコミュニティ交通を整備することな
どが謳われていますし、この点は他の各党から
も前向きな意見が寄せられました。選挙後には
各党に働きかけ、実現を求めていきましょう。
	 自転車に関しては、日本は欧米諸国に比べて
多くの方に利用されている（分担率14%）割りに、
走行空間の不足や、歩道走行・逆走などを含む
法的な問題（会報53号	p15〜）が指摘されていま
す。前者については全ての政党が自転車道・駐
輪場の整備や道路空間の再配分などの必要性を
認識されていましたが、後者についてはどの政
党も認識されていないことが判りました。これ
も私たちの生活の安全・快適に直結する課題だ
けに、既にお持ちの政策を着実に実現していた
だくとともに、今後は道路交通法の問題なども
含めて、より具体的な問題提起をしていく必要
もありそうです。

4. 総合的な交通政策
	 日本に欠けていると指摘される総合的な交通
政策を立てることの是非や、昨年来実施されて
いる自動車・道路施策について総合的な交通政
策の観点からの評価を問いました。
	 この中で全ての党が一致したのは「交通権」の
確立・法制化が必要という部分でした。国内で
は交通権学会が提唱される「交通権憲章」や、民
主党・社民党の「交通基本法」などがすでに提
案されていますが、各党が何かしらの必要性を
認識した以上、総合交通政策に関する早期の検
討着手が待たれるところです。
	 また、今年より実施されている政府の「高速
道路料金の大幅引き下げ」により鉄道、路線バ
ス、フェリーなどの公共交通機関に深刻な影響
が出ていること、さらに先頃実施された「エコ

カー」減免税に関する疑問点を問うてみました。
ここでは各党の意見が大きく分かれ、たとえば

「高速値下げ」では、強化（無料化）、公共交通へ
の補助実施、取りやめと方針が大きく割れまし
た。これらの政策については当会も精査し意見
書を提出する（会報52、54、56号）など取り組ん
できましたが、今後も引き続き動向を注視し、取
り組んでいくべき課題だと感じます。	

■今後に向けて

	 本稿をご覧いただいている今は、すでに衆院
選の結果が出て、新たな衆議院が招集されてい
ることでしょう。本稿執筆時点では、注目を集
めている「政権交代」が実現したのか、同じく
焦点のひとつになっている「高速道路値下げ・
無料化」や「暫定税率」などの問題がどうなる
のか、方向が見えない状況ですが、現時点でひ
とつだけ言えることは、残念ながら、どんな政
権になっても私たちの求める地域交通・道路交
通の安全・安心・問題改善には直結しない、と
いう事だと思います。
	 選挙戦真っただ中の麻生首相は、しきりに「政
権選択ではない、政策選択だ」と訴えています。
ところが、残念ながら「クルマ優先」からの脱
却を求める私たちから見ると、今は「選択」す
らできない状況。もちろん投票に出かけること
は必要ですし、投票で「政策選択」することも
重要ですが、それだけでは不十分で、私たちが
実現してほしい政策は私たちが提案し、実現に
向けて働きかけていくこと、そのための日々の
取り組みが、まず必要なのだ―これが、政策
アンケートを担当して最も強く感じたことです。
	 と言っても、悲観することも無さそうです。今
回のアンケート結果で、「クルマ優先でなく人優
先の社会へ」という当会の目標に概ねご理解い
ただけたように思えます。また、今回問うた中
でも、各党に共通する部分と、違う部分が見え
てきました。もちろん共通する部分では各党協
力して速やかに実現していただくよう働きかけ
ましょう。それに加え、今回のアンケートでは
今後検討・評価をしますとのご回答をいただい
たところ、無回答のところも含めて、次の選挙
では政策の柱のひとつに加えていただけるよう
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な呼びかけや取り組みを、日頃から続けていく
ことが、今は求められているのだと思います。
	 今回の政策アンケート結果は、選挙が終わっ
たら忘れてしまうのではなく、今後の私たちの
取り組みに活かしていくことができたら、次の
アンケートをする時には一歩進んでいるかもし
れませんし、そうなることを願ってやみません。
末筆になりましたが、当会世話人・会員の皆さ

ん、今回ご協力いただいた各党の政策ご担当者
様、そして本稿に最後までお付き合いいただい
たあなたに、改めて御礼を申し上げます。

※1･東京都内で概ね毎月開催されています。詳しくは会報の
案内板をご覧ください。
※2･会員の情報交流用メーリングリスト（ML）。参加希望の
方は･kstn@red.zero.jp･へご連絡ください。
※3･http://toinaosu.org/sosenkyo09/

1 歩行者・自転車利用者の安全・安心

	 交通事故死者が減ったと言われる半面、昨年
度だけで見ても阪神淡路大震災の犠牲者に相当
する被害者・犠牲者を毎年出し続けているよう
な状況で、事故件数も高止まっています。特に
昨年度は歩行者・自転車乗車中の交通死者が半
数近くにのぼり、先進国では例を見ない異常事
態が続いていますが、これは安易なクルマの使
用を是認する社会のツケが、クルマに乗らない
選択をする歩行者・自転車利用者に転嫁されて
いるという、極めて理不尽な実態があることを
表しています。

1-1. 通学路の安全確保

Q：	 歩車分離されていない全ての通学路におい
て、速度制限の強化やハンプ等を用いて自動
車が速度を出せない構造にすること、交差点
を歩車分離信号にすることなどによる安全性
向上策が有効と指摘されています。こうした
施策をどう評価されますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

施策を行うことに
○＝賛成　×＝反対 ○ ○ ○ ○

民主党
	 　今後精査して評価をしていきます
公明党
	 　生活道路や通学路における歩行者の安全対

策に有効であり、緊急性を見極めつつ、必要
に応じて講じていくべきと考えます。
日本共産党（共産党）
	 　	登校時の通学路は、できるだけ自動車の進

入を制限すべきですが、下校時や制限のむず
かしい道路については、速度そのものを抑制
し、車道の幅を狭めたり、イメージハンプな
ども活用して、車の速度を落とさせるように
すべきです。
社会民主党（社民党）
	 　クルマ社会の進展は、急激な交通事故の増

加を招き、死傷者の激増をもたらしました。歩
道と車道の完全分離、通行区分の明確化、ス
クールゾーンやコミュニティ道路の充実、「抜
け道」の禁止、住宅地のクルマ進入禁止区域
の拡大、路側帯の歩道化、横断歩道における
信号設置の促進、狭い道路の一方通行化、生
活道路特に通学路の速度制限規制の強化、ハ
ンプなどの設置、歩道や路側帯への駐車の禁
止・取締りの徹底に今後とも取り組んでいき
ます。また、交通安全教育のいっそうの推進
や、自動車教習の強化など運転者対策も充実
させます。
国民新党
	 　「人主車従」の考え方で、可能な限り通学者

を保護すべきもの

1-2. 生活道路の交通規制の在り方見直し

Q：	自動車の走行速度が30km/hを超えると、交
通事故被害者（歩行者・自転車）の重体・死亡

クルマ問題と交通政策に関する政党アンケート　質問と回答



8 クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

に至るリスクが急激に高まることが知られて
います。生活者の安全・安心を確保するため、
全ての繁華街・住宅街の道路を30km/h以下に
制限することが有効と指摘されていますが、こ
の施策をどう評価されますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

繁華街・住宅街の･
30km/h以 下 へ の･
制限に
○＝賛成　×＝反対

○ ○ ○ ×

民主党
	 　今後精査して評価をしていきます
公明党
	 　人が密集する繁華街や住宅街における安全・

安心の確保に有効であり、安全性・利便性を
判断しつつ講じていくべきと考えます。
日本共産党
	 　40km/hの場合、ブレーキをかけて止まるま

での距離が、30km/hに比べて6割（8メートル）
も長くなります。騒音の抑制を考えても、30km/
h以下に抑えるべきです。
社会民主党
	 　幅の細い生活道路での事故は逆に増えてお

り、「歩行中」「自転車乗車中」の死者が非常
に多い点が問題となっています。警察庁の検
討会でも、生活道路については、衝突時の速
度が30キロを超えると歩行者らが致命傷を負
う確率が大幅に高まることや、欧米での規制
を参考に「30キロ以下」の提言が出されてい
ます。当面30キロ規制を実現（地域や道路状況
によってはそれ以下も）すべきです。
国民新党
	 　通学路・繁華街等の実情に合わせた判断が

必要

1-3. ドライブレコーダーの普及

Q：	自動車交通事故の原因究明と抑止に効果が
あり、しかも比較的安価（現在実施されている

「エコカー」補助金の	1/3	程度）に搭載が可能
なドライブレコーダー（事故発生前後の映像・
運転操作等を自動的に記録する装置）が、営業
車への導入は進んできましたが、自家用車へ

の導入がいっこうに進みません。普及させる
ための具体策を持っていますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○

民主党
	 　今後検討していきます
公明党
	 　営業車、自家用車ともにドライブレコーダ

ーのさらなる普及を図るためには、メーカー
によって異なる機材の仕様を統一するなどの
課題に対して取り組んでいく必要があります。
日本共産党
	 　ドライブレコーダーの搭載を義務づけると

ともに、必要性を考慮すればETCにおとらず、
その取り付けに助成を行うべきです。
社会民主党
	 　事故発生時の前後の走行情報（前方映像、車

両速度、急加減速など）を記録するドライブレ
コーダーについては、自動車事故を未然に防
止する有効な手段になり得ると考えています。
車載カメラをとりつけることで安全運転をす
るようになるという効果もあります。事故が
起きたときの原因究明にも役立つと考えます。
国民新党
	 　補助政策等により普及策を考えるべきもの

1-4. ITS等による安全対策

Q：	ITS等の新技術を活用した制限速度・信号遵
守システムや、酒酔い運転防止システムが実
用段階に入っています。これらの装備の普及・
義務化や、道路側の関連インフラ整備などを
すすめるための具体策を持っていますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○

民主党
	 　今後検討していきます
公明党
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	 　ITSのさらなる活用については、今後、多様
なITSサービスを汎用的に実現するプラットフ
ォームとして、次世代の道路「スマートウェ
イ」を官民一体となって推進します。
日本共産党
	 　個別の技術では有効なものがあり、その実

用化のための実証的、実用的な研究・検証を
強めます。現在、道路には巨額の予算が投じ
られていますが、こうした生活道路の安全性
向上のための改善に、道路予算の重点を置く
よう転換します。
社会民主党
	 　技術開発、施設整備には困難が予想されま

すが、無謀運転・乱暴運転を抑制するために
も効果があると思います。
国民新党
	 　補助政策等により整備を進めるべきもの

1-5. 交通事故対策

Q：貴党では、歩行者・自転車利用者が被害者に
なる交通事故をなくすための具体的な政策を
お持ちですか。

	 　なお、上記以外の具体策をお持ちでしたら
当欄にご記入ください。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○

民主党
	 　民主党としては先に法案を提出して、飲酒

運転・無免許運転など悪質な交通犯罪への量
刑引き上げ法の成立をリードした経緯があり
ます。これら法律の厳正な執行も含めてある
べき政策を検討していきます。
公明党
	 　既存道路の歩行者専用道路への転換やトラ

ンジットモール等の新しい専用道路概念の導
入など、生活に密着した人間重視の道路整備
を進めていきます。
日本共産党
	 　基本は、歩行者・自転車・自動車の通路を

分離し、歩道や自転車専用レーンを設置する

ことです。道が狭いところでは自動車の進入
を規制し、交差点での歩行者、自転車の安全
を優先させたルールを徹底します。電気自動
車などが増加している中で、走行音が極めて
小さくなり、目や耳の不自由な人をはじめ危
険が増しています。注意を促す音響装置の取
り付けなどが必要です。
社会民主党
	 　クルマ社会の進展は、急速な交通事故の増

加を招き、死傷者の激増をもたらしました。貴
重な人命が年間一万人近く失われる事態を重
く受け止めるべきです。交通事故問題は広範
囲にまたがる課題であり、各省庁の枠を超え
た総合的対策が必要です。「交通事故不感症」
ともいうべき状況になっており、人間よりも
物や金を優先させる風潮が人間の生命に金を
払うことで交通事故の処理を完結しようとし
ているのがあたりまえとなっている風潮をた
だしていく必要があります。

	 　米国ではすでに40州以上で有罪判決を受け
た飲酒ドライバーに対し、いわゆるイグニッ
ション・インターロック装置を自動車に取り
付けるよう義務づけています。
国民新党
	 　小中高の教材に「車社会の実態」を必須科

目とすべきもの

2 環境・公害・エネルギー問題の改善

	 京都議定書後の地球温暖化対策を決めるCOP15
の開催を控え、また今後の私たちの生活を持続
可能なものにするためにも、枯渇に向かう石油
に頼らない社会の仕組みづくりが求められてい
ます。
	 交通部門は国内のエネルギー消費量の2割を占
め、そのうち自動車が9割を占めています。特に
1990年比で5割以上も増えた自家用乗用車いわゆ
る「マイカー」は、平均わずか1.5人を運ぶため
に	1t	もの塊を動かす必要があるため、そのエネ
ルギー消費量は鉄道の10倍、路線バスの3-4倍に
のぼり、いわゆる「エコカー」への切り替えで
は莫大な費用がかかる割りに僅かな効果しか見
込めないことから、まずはクルマを減らして鉄
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軌道・バスや自転車の利用を増やすことが必要
であると指摘されています。
	 また、工場排煙への環境対策が進む半面、自
動車排ガス対策は進まず、特に自動車走行量が
増えたことによる公害が深刻度を増しています。
喘息罹患者数が急増し続けており、特に幹線道
路沿いの健康被害が著しく顕れるなど、自動車
排ガスによる公害がますます深刻になっていま
す。

2-1. クルマ以外の交通手段への転換促進策

Q：	日常生活におけるクルマ依存が、渋滞や環
境、健康などへの悪影響を及ぼすことから、た
とえばロードプライシング（渋滞課徴金など、
あえてマイカー利用を選択する者の負担を引
き上げる施策）やモビリティ・マネジメント

（情報提供などによりマイカー以外の利用をす
すめる施策）など、マイカーから公共交通や自
転車、徒歩などへの転換をすすめるための政
策が提案されています。このような、過度な
クルマ利用を減らすための具体策を持ってい
ますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○ ○

民主党
	 　首都高速・阪神高速など渋滞が想定される

路線・区間などについては交通需要管理
（TDM）の観点から社会実験（5割引、7割引等）
を実施して影響を確認しつつ、実施します。総
合交通ビジョンの策定に際しては、自動車中
心の街づくり政策の転換の視点も。
公明党
	 　各種交通機関の特性と地域のニーズに的確

に対応し、LRTの整備やモーダルシフトの推
進など低炭素社会に資する新たな交通総合シ
ステムを構築。また、医・職・住・遊など、日
常生活の諸機能を集約したコンパクトシティ
を推進します。
日本共産党
	 　都市計画法を見直し、市街地に自動車を入

れない地域、自動車は入れても歩行者なみの
速度しかだせない地域を設置。パーク・アン
ド・ライドやカー・シェアリングで、自動車
交通量を削減します。バスロケーション・シ
ステムの普及などで公共交通機関の利便を高
めます。自転車については、別項でのべまし
た。
社会民主党
	 　私たちの生活や環境は、クルマ社会から大

きな脅威を受けています。公害裁判では自動
車の公共性自体が争われたものであると認識
しており、マイカーに本当に公共性があるの
か自体疑問です。何よりもクルマの総量規制
を進め、脱クルマ社会をめざします。ヨーロ
ッパの都市の多くも公共交通を街づくりの基
本に据えており、公共交通の復権は世界的な
潮流といえます。規制緩和先進国といわれる
イギリスでも、規制緩和後のルール作り、新
たな交通政策が現実化しはじめています。社
民党は、マイカーへの様々な規制や負担の強
化と一方での公共交通の支援と活性化対策、利
便性の強化を進めていくべきであると考えて
います。さらに、飲んだら乗るなキャンペー
ンの展開、マイカーに依存せず公共交通を活
用した、エコ通勤を導入する企業への支援策
などを進めています。
国民新党
	 　公共交通（電車、バス等）機関への補助金政

策の徹底により、低料金を実現

2-2. 貨物輸送のモーダルシフト

Q：	現状では陸上貨物輸送の9割を自動車が占め
ていますが、中長距離は鉄道などを、末端部
は台車や自転車などを活用することで、貨物
自動車を減らすモーダルシフトをすすめるこ
とが必要です。そのための具体策を持ってい
ますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○

民主党
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	 　物流分野において、トラックによる輸送と
の共存を図りつつ、環境負荷の小さい船舶や
鉄道輸送へと転換（モーダルシフト）する政策
を展開します。荷主が輸送機関を選択する立
場にあることを重視し、荷主等にモーダルシ
フト推進計画の策定と実施状況の報告を義務
付けます。
公明党
	 　（空欄）
日本共産党
	 　ITSを、単に道路交通の情報化にとどまら

ず、鉄道、航空、船舶など貨物輸送にかかわ
る交通機関と連携したシステムに発展させ、温
室効果ガスの排出状況と削減のための選択が
できるシステムへ発展させます。輸送に関す
る排出量は、輸送会社にとどまらず、荷主で
ある大企業の排出データとして検証し、企業
の排出削減目標に反映させます。
社会民主党
	 　社民党は、物流の効率化、環境対策を推進

するため、幹線物流における貨物鉄道輸送や
内航船舶輸送の強化、各交通機関相互のアク
セス向上、共同配送拠点の整備を進め、自動
車輸送からの移転（モーダルシフト）を促進し
ます。コンテナ貨物輸送の増強など貨物鉄道
に対する支援措置を強化しますということを
主張しており、「モーダルシフトの推進」に取
り組んできました。

	 　分割・民営化の負の側面として、貨物鉄道
の経営のあり方も考え直すべきです。社民党
は、コンテナ貨物輸送力増強支援と新幹線並
行在来線貨物対策の強化、旅客鉄道と貨物鉄
道のダイヤ等の調整の円滑化などの課題に取
り組んできましたが、第151国会では、行政と
してもJR貨物の経営動向を踏まえつつ、その
改善に資する所要の措置を講ずることとする
との附帯決議が付されています。国が21世紀
における鉄道貨物輸送の公共性を十分認識し、
貨物会社が成り立つような経営構造をきちん
と国側が責任をもって果たすべきであり、税
財政上の支援を含め、積極的に貨物鉄道支援
に乗り出すべきではないでしょうか。

	 　引き続き貨物輸送の復権・充実に向け全力

で取り組んでいきます。
国民新党
	 　拠点間大量輸送が可能な鉄道輸送の再生

2-3. クルマの総量を減らすための施策

Q：	道路整備を進める理由にはよく「渋滞解消」
や「環境対策」が挙げられていますが、需要
管理がされてこなかったため、結果として道
路整備により便利になった自動車は走行量が
増え、1990年から2007年まで自家用乗用車か
ら排出される	CO2	が5割増になるなど、自動
車が原因となる環境問題や渋滞は悪化し続け
てきました。このような問題を解消させるた
めにはクルマの走行量そのものを減らすため
の政策が必要と考えられますが、そうした政
策を持っていますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○

民主党
	 　以下の三つの視点で総合交通ビジョンを策

定し、その実現を目指します。	（1）自動車中
心の街づくり政策を転換し、路線バスや軌道
系交通（鉄道、路面電車、次世代型路面電車シ
ステム（LRT）等）を充実	（2）道路を整備する費
用をバス事業者等に補助し、サービスが向上
するインセンティブを与えることにより移動
困難者の利便性を確保	（3）路線バスや軌道系
交通機関などのマス・トランスポーテーショ
ンを見直し、環境負荷の低減につながるモー
ド（交通機関）の整備―などに努めます。
公明党
	 　上記（2-1）で記した施策を推進するとともに、

過疎地域などにおける公共交通機関を整備。あ
わせて交通安全施策を図りつつ、各地域の事
情を勘案し、自主性を尊重しながら地域の取
り組みを応援します。
日本共産党
	 　大幅な削減効果をあげるには、大都市部へ

の基準不適合車の流入を抑え、幹線道路にお
ける汚染状況のひどい地域での走行規制など、
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総量規制による汚染対策をすすめます。ロン
ドンの混雑税のようなロードプライシング制
の導入や、パーク・アンド・ライドの導入、自
動車シェアリング制度の普及に力を入れます。
社会民主党
	 　交通需要マネジメントを推進し、自動車の

都心部乗り入れ規制や台数割当制度を導入す
るなど、中心市街地の自動車の総量規制に踏
み出します。ロードプライシングを実施し、に
ぎわい楽しく歩ける街をつくるべきであり、脱
クルマ社会を展望して努力しています。また、
イギリスでは道路交通削減法という法律が制
定され、目標を立てて道路交通量の削減を進
めていることも踏まえた対策の強化を考えて
います。パーク・アンド・ライドなど自動車・
自転車と生活交通の連携を進めます。不要な
マイカーの利用を抑制するため、公共交通を
利用しやすくするようにするとともに、カー
シェアリングや公共レンタカー制をすすめま
す。
国民新党
	 　他の交通機関の低料金化

2-4.  PM2.5（微小粒子状物質）への 
環境基準の設定

Q：	自動車や工場などから排出され、呼吸器は
もとより循環器系疾患の原因にもなると指摘
されている微小浮遊粒子状物質	（PM2.5）	への
環境基準設定の議論が進んでいます。今のと
ころ年平均値で	15μg／m3（米国が採用する、
死亡リスクが高まる水準）かそれ以下の環境基
準設定が検討されています（中央環境審議会	大
気環境部会	答申案）。この環境基準設定に賛
成ですか。

	 　また、WHO	では同	10μg ／ m3（健康リス
クが高まる水準）をガイドラインとしています。
日本の環境基準の思想に照らし、適切だと考
えられる水準がありましたらご記入ください。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

環境基準設定に
○＝賛成　×＝反対 ○ ○ ○ ○

民主党
	 　自動車NOx・PM法に基づく対策地域を有す

る大都市圏での二酸化窒素濃度や浮遊粒子状
物質（SPM）の環境基準が依然として未達成の
ままであることから、道路環境対策（交差点の
立体化や踏切の改良等）、流入車対策（ロード
プライシング制度の導入等）や排ガス削減対策

（低公害車の導入促進等）など、大気環境改善
のための諸対策を積極的に推進します。
公明党
	 　重点的な取り組みと考えますが、現在は具

体的な基準は検討しておりません。
日本共産党
	 　ディーゼル車からの排出が多い「PM2.5」に

ついて、アメリカやWHO（世界保健機関）の
環境基準にてらしても、日本ははるかに高濃
度の汚染状況となっています。こうした基準
を参考にし、子どもの場合も考慮して、東京
高裁の和解条項にもあるように一刻も早く環
境基準を設定し、住民の健康被害をなくす対
策をとります。
社会民主党
	 　空気中に漂い、吸い込むと肺がんや循環器

疾患の原因にもなる微小粒子状物質「PM2.5」
については、従来の規制物質よりさらに小さ
く、重い健康被害につながる恐れがあります。
2007年8月に和解が成立した東京大気汚染訴訟
の原告のぜんそく患者のみなさんも、基準設
定を強く求めており、和解条項で国による環
境基準設定の検討が盛り込まれた経緯があり
ます。今回、環境省は米国と同レベルの年平
均で1立方メートル当たり15マイクログラムの
案を考えているようです。

	 　PM2.5の発生源は主に自動車であり、基準を
設定すること自体は評価できますが、できれ
ばWHO並みの厳しい基準を目指すべきである
と考えています。
国民新党
	 　WHOのガイドラインによるべきもの

2-5.  自動車諸税を自動車の外部費用課税と 
位置付けること

Q：	自動車関連税（自動車税、重量税、ガソリン・
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軽油・LPGへの課税）の大部分は、昨年度まで
は「道路特定財源」と言われ、税収をすべて
自動車利用者の便益向上に使う仕組みになっ
ていました。反面、自動車の利用が周囲に及
ぼす影響（健康被害や地球温暖化など）につい
ては考慮すらされず、たとえば喘息などの公
害病を患った人の半数は仕事を失い、苦しい
生活を強いられる上に医療費なども負担させ
られてきました。

	 　このような実情を踏まえ、自動車への課税
は外部費用課税であると明確に位置付け、そ
の課税を強化するとともに、公害や交通事故
等の被害者への補償、および抜本的な環境対
策（公共交通の利用促進など）を行う必要があ
ると考えられますが、これに賛成ですか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

･自動車諸税を自動車
の外部費用課税と･
位置付けることに
○＝賛成　×＝反対

○ ○ ×

民主党
	 　今後、検討します
公明党
	 　自動車関係諸税については、「取得」「保有」
「走行」の多段階にわたる税制について、その
簡素化を図る必要があると認識しています。た
だし、その際、環境対策の観点などから、一
律に暫定税率を廃止することには反対です。
日本共産党
	 　ガソリン税など道路建設促進のための財源

として使われてきた燃料税や自動車保有関係
税を抜本的・総合的に見直し、自動車による
温室効果ガスの排出や大気汚染の抑制、公害
被害の救済など社会的コストの内部化という
観点で、位置づけ直すべきです。
社会民主党
	 　自動車関係諸税は、受益者負担原則に基づ

き、道路特定財源として取り扱われてきたし、
「担税者の理解」を前提として使途の拡大が行
われてきました。しかし、交通事故の多発、地
球環境の悪化をはじめとするクルマ社会の負
の側面の対策こそ必要であり、本来自動車利

用者が負担すべき社会的費用を自動車関係者
に適正に負担していただくのは当然であり、従
来の発想を転換し、環境対策と総合交通体系
の構築という新しい国づくりのビジョンの下、
その位置づけやあり方を見直して活用すべき
であると考えています。暫定税率は廃止した
上で、自動車がたくさん走れば走るほど膨ら
む社会コスト全体を考えて改めて負担の水準
を決めるべきです。そして、地方の生活バス
路線や地方ローカル鉄道、LRT（新型路面電
車、軽快電車）に対する財政措置の強化、自動
車排気ガスなどの呼吸器疾患や環境汚染に対
する対策費用、交通事故被害者救済のために
振り向けるようにすべきであると考えていま
す。
国民新党
	 　無公害自動車使用の義務化等を推進すべき

もの

2-6. 環境・エネルギー対策

Q：	貴党では、自動車が原因となる大気汚染・騒
音・振動などの環境・エネルギー問題を抜本
的に改善するための政策をお持ちですか。

	 　なお、上記以外の具体策をお持ちでしたら
当欄にご記入ください。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○

民主党
	 　今後、検討します
公明党
	 　（空欄）
日本共産党
	 　高速道路などから発生した低周波騒音・振

動によって、不眠、頭痛、めまい、吐き気、耳
鳴りなど住民の健康被害が出ています。高速
道路床全体の振動を抑える制振装置を設置す
るとともに、低周波振動の健康への影響につ
いて、ただちに調査・研究を行い、環境アセ
スメントでの影響調査を義務付けます。
社会民主党
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	 　交通体系の見直し、自動車の排出ガス規制
の強化を提案しています。

	（1）自動車やトラックが主流となっている人や
物品の輸送を鉄道や海運へ転換します。公共
バスについては燃料電池化、ハイブリッド化
を進めるほか、新しい路面電車LRT（軽快電
車）に転換します。また都市部での交通量を抑
制するため公共交通とマイカーの連携をスム
ーズにするパーク＆ライドを普及します。さ
らに公共交通機関を充実し、人々がマイカー
でなく公共交通を積極的に利用する施策（公共
交通の方が経済的で利便性が高くなる施策）を
進めます。

	（2）ディーゼル車から排出されるNOx（窒素酸
化物）やSPM（浮遊粒子状物質）は依然幹線道
路周辺を高濃度汚染しており、積極的に発生
する多量の自動車排ガスが、ぜんそくなど健
康被害を招き、重大な権利侵害をおこしてい
ます。

	 　各公害判決を踏まえ、各自治体と連携を図
りながらディーゼル車の総量規制（走行量規
制）、健康被害実態の調査、被害者の救済、メ
ーカーの責任追及と補償、有害物質の除去な
ど排ガス・大気汚染防止対策を実施します。

	 　局地的な高濃度汚染対策、対象物質や環境基
準の見直し、自動車NOx・PM法の見直し（対
策地域の拡大と流入車規制など）、低公害車の
普及など自動車排ガス規制対策を強化します。
国民新党
	 　化石燃料から無公害エネルギー（太陽光・

風力・小水力発電等）への切り替え（補助金政
策を含む）

3 公共交通・自転車利用環境の充実

	 道路上の安全・安心や環境にやさしい生活を
実現するためには、クルマに依存しない生活が
できる環境整備が欠かせませんが、道路が税金
で造られる半面、同じく私たちの生活を支えて
いる鉄軌道や路線バスには厳しい独立採算が求
められ、郊外はおろか都市部ですら路線の縮小・
廃止が相次いでいます。
	 また、環境にやさしく、適切に使えば安全性

も高い自転車についても、走行空間の未整備や
誤った利用（歩道走行や逆走など）が問題になっ
ています。
	 さらに、エネルギーの大量消費を前提とする
自動車利用を減らし公共交通や自転車の利用を
促進する政策を実施することで、域外への所得
流出を減らし、可処分所得の増加や地域経済の
活性化に有効との指摘もあります。

3-1. 地方鉄道や路線バスの再生

Q：	存続の危機に瀕した地方鉄道や路線バスの
再生・活性化が全国的な課題となっており、た
とえば鉄軌道では上下分離（軌道や駅などの設
備にかかる費用は公共部門が負担し、運行・
サービスは民間が提供する）の導入などが、路
線バスでは運行費補助の強化などが必要と指
摘されています。このように地方鉄道や路線
バスの廃止を防ぎ再生させるための具体策を
お持ちですか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○ ○

民主党
	 　バスも含めて、地域の公共交通の維持・再

生・活性化の施策を充実させます。
公明党
	 　自治体、鉄道業者が連携して実施する地域

の意欲的な取り組みへの支援や地方の赤字バ
ス路線維持のための公共機関に対する公的助
成を行います。
日本共産党
	 　地方の高齢化がいっそう進む中で、地方鉄

道や路線バスの維持・再生は、地域の“足”を
守るために、とても重要です。国の責任で運
行助成を行うとともに、利便性を高めるため
に、公共交通機関の緊密な連携や、共通パス
の発行など、住民の要求をいかしながら運用
の改善に自治体が取り組むことが必要です。
社会民主党
	 　「公共交通は赤字でも福祉など他の分野で便

益を生む」というクロスセクターベネフィッ
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トの考え方で、地方の生活バス路線やコミュ
ニティバス、福祉バスへの財政措置を強化す
るべきであると考えます。

	 　地方鉄道を維持するため、「公共近距離輸送
は生存配慮にかかわるので維持しなさい」と
いうドイツの「地域における公共近距離旅客
輸送に関する法律」にならい、「公共交通の根
幹をなす鉄道を守る」立場に国・自治体の交
通政策を転換させ、地域住民の生活路線であ
り、鉄道ネットワークをなす地方鉄道に対す
る補助制度を抜本的に見直すとともに、基盤
保有と運行を分離する「上下分離」方式の活
用を検討します。

	 　一般財源化された道路特定財源を、「クルマ
社会」の負の側面を軽減する政策に充当する
こととし、地方鉄道や路線バスの維持・再生
を支援します。
国民新党
	 　地方鉄道や路線バスが低料金で再生できる

交通政策の樹立

3-2.  LRT・BRT・コミュニティ交通の 
導入促進

Q：	公共交通の利用者を増やすために、幹線に
は快適で便利な	LRT（次世代型路面電車）・
BRT（バス高速交通）の、末端部にはきめ細か
なコミュニティ交通の導入が期待されていま
すが、法規制や財源などの壁が立ちはだかっ
ています。これらの普及促進のため、既存車
道の再配分をはじめとする導入空間や財源の
確保、法整備などを含めた具体策をお持ちで
すか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○ ○

民主党
	 　次世代型路面電車システム（LRT）などの導

入も含めて、地域の公共交通の維持・再生・
活性化の施策を充実させます。
公明党
	 　道路法制上において軌道を積極的かつ明確

に位置付けるとともに、技術的な基準の見直
し及び事務手続きを効率化します。
日本共産党
	 　市街地の自動車需要を減らし、公共交通に

移すためには、LRT・BRT・コミュニティ交
通の導入は重要なカギです。LRTにおける富
山市の取り組みや、JR北海道のBRTの取り組
みなどを踏まえ、促進のための制度を整備し、
国の助成を強めます。
社会民主党
	 　従来から社民党は、人と環境にやさしい生

活交通体系として、超低床車両を使用した新
しい路面電車であるLRT（軽快電車）を強力に
支援する施策を打ち出しており、軌道・車両
に対する税財政上の支援を拡充するとともに、
軌道の専用化を進めていきます。また、歩行
者専用のショッピングモールに公共交通を運
行させた商業空間（トランジットモール）を広
げ、街ににぎわいと魅力を取り戻し、「トラン
ジットモデル都市」を目指します。さらにBRT
やコミュニティ交通の導入についても支援し
ています。

	 　LRT推進のための法整備も検討していると
ころです。
国民新党
	 　都市部、地方部の地域毎のグランドデザイ

ンを作成し、それを元に総合交通体系を立法
化すべきもの

3-3. 自転車の適切な活用

Q：	自転車が本来持つ安全性や利便性を発揮さ
せるためには、自転車の車道走行の徹底や、既
存の車道に自転車レーンを確保することなど
が求められています。そのための具体策をお
持ちですか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

具体策が
○＝ある　×＝ない ○ ○ ○ ○ ○

民主党
	 　自転車道の適正な整備、自転車の通行ゾー

ン設置に関する明確な指針づくりに努めます。



16 クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

公明党
	 　道路空間の再配分やトランジットモール等

の新しい専用道路概念を導入します。
日本共産党
	 　自転車利用推進計画法を制定し、自転車専

用レーンの設定、駐輪施設の整備、自転車通
勤への経済的支援、交通ルール上の自動車に
対する自転車の優先など、自動車交通を減ら
して自転車利用を拡大するための制度の整備
を進めます。自転車持込を可能にするよう列
車や駅施設の改善を図ります。
社会民主党
	 　クリーンな乗り物である自転車の活用を進

めていくため、自転車道や自転車通行帯、自
転車駐輪場の整備を推進するとともに、サイ
クル・アンド・バスライドや生活に密着した
レンタサイクルを広げます。片側二車線以上
ある道路では必ず一車線を自転車（およびバス）
の優先車線とする、片側三車線以上ある道路
では必ず一車線を自転車の専用車線とするべ
きです。なお、歩行者に対する事故が増えて
おり、自転車の通行に当たって、歩行者との
分離や一定の規制を行う必要があると考えて
います。
国民新党
	 　自動車と自転車の走行路面は完全分離、出

来ない道路では自転車は歩道と共用

4 総合的な交通政策

	 私たちの毎日の生活に欠かすことのできない
交通において、上記のような様々な問題が噴出
していますが、その改善はいっこうに進みませ
ん。こうした問題を改善していくためには、自
動車単体など個別の改善では限界があり、総合
的な交通政策が求められています。
	 たとえば、早くからクルマ社会の弊害を経験
し、近年急速に改善が進む欧州では、道路上で
の優先順位を
	 	「子供・車椅子など＞歩行者＞自転車・公共車

両（路線バスなど）＞貨物自動車＞自家用乗用車」
であると確認したからこそ、人にやさしい市街
地形成や、LRT・貸し自転車の導入などの分野

横断的な施策を進められたのだとも言われてい
ます。

4-1. 交通権

Q：	クルマに乗らない・乗れない人を含めたあ
らゆる人に、日常生活に必要な移動を保障す
る観点から、交通権の保障を定めた法律が必
要との意見があります。このような法整備を
どう評価されますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

法整備が
必要･／･不要 必要 必要 必要 必要 必要

民主党
	 　「交通基本法」を制定し、国民の「移動の権

利」を保障し、新時代にふさわしい総合交通
体系を確立します。
公明党
	 　道路に対する多様なニーズに応えうる施策

を含め、安全で快適な歩行空間や自転車利用
環境の整備等の観点から進めていくことが重
要と考えます。
日本共産党
	 　国民が安心して豊かな生活と人生を享受す

るために、交通権の保障と行使が欠かせませ
ん。高齢化の進行、郊外型大型店舗の出店自
由化、市街地商店街の衰退などで交通需要は
増加する一方、公共交通機関の廃止などで地
域の“足”は弱体化しています。交通基本法を
制定し、交通権にたった交通・まちづくり政
策を実現します。
社会民主党
	 　「クルマ社会」の行き過ぎを転換し、公共交

通を基盤に置いた人と地球にやさしい総合交
通体系の確立を目指します。「誰もが、いつで
も、どこからでも、どこへでも」安心・安全・
快適に移動できる権利を保障するため、「交通
基本法」を制定すべきだと考えています。

	 　残念ながら廃案になってしまいましたが、民
主党と社民党が共同提案した交通基本法案は、
生存権と自由権の両面から移動に関する権利
を明確にすることによって、交通条件に恵ま
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れない地域における交通施設や移動制約者に
配慮された交通施設の整備の促進、都市部に
おける交通の混雑の緩和など利用者の立場に
立った施策を進める基礎を築くとともに、縦
割り行政の弊害をなくし、総合的・計画的な
交通政策の推進、環境に十分配慮した交通政
策の推進を目的とするものです。社民党は選
挙政策でも、「フランスの「国内交通基本法」
にならい、「交通権憲章」運動を進め、憲法の
幸福追求権、居住・移転の自由、生存権に立
脚する「移動の権利」としての交通権の保障、
交通社会資本の基準、生活交通機関の位置づ
け、生活交通に対する補助、総合交通会計制
度、交通運輸労働者の労働環境の保護、安全
輸送の確保などを盛り込んだ「交通基本法」を
制定します」ということを公約としています。
今後とも法案の提出・成立を求めて取り組ん
でいきます。
国民新党
	 　新過疎法（現行過疎法は本年度中失効）の中

に、過疎地における交通権を明記すべきもの

4-2. 「高速値下げ」への評価

Q：	今春より実施された「高速道路料金の大幅
引き下げ」により、JR旅客各社の鉄道利用者
が未曾有の減少を記録した他、地方鉄道や高
速バス、フェリーなどにも深刻な悪影響が出
ており、特に週末の高速バスは渋滞に巻き込
まれて実質機能不全に陥っています。この政
策を総合的な交通政策の観点からどう評価し、
今後どう対応されますか。

民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

総合的な交通政策の
観点からの評価
良い･／･悪い

悪い 良い 悪い 悪い 良い

民主党
	 　自公政権の割引策は「土日・乗用車・ETC

搭載車」に対象を限定するなど不公平な割引
策で、しかも期間が2年間限定であり、その後
の展望は示していません。高速道路は原則無
料化すべきであり、あわせて総合交通体系を
しっかり確立すべきです。

公明党
	 　生活対策、地域活性化としての現行の割引

制度を実施するとともに、フェリー等の運賃
の低減などの離島航路対策や地方鉄道の再生、
地方の赤字バス路線などの維持のための公的
助成を実施します。
日本共産党
	 　政府が実施し、民主党も政策の目玉として

いる高速値下げは、公共交通へのモーダルシ
フトにも反し、温室効果ガスの削減にも逆行
しています。巨額の税金を投入して、高速料
金を引き下げるという施策は、国民生活の現
状と国の財政状況を考えれば、社会保障や教
育など予算を使うべき優先順位からみて不適
切であり、やめるべきです。
社会民主党
	 　民営化された高速道路各社に料金割引分を

税投入し、効率化や営業努力と関係なく料金
保証をする政策は、交通モード間の不公正な
競争をもたらすものであり、受益者負担原則
や地球温暖化対策や騒音・大気汚染対策、財
源問題、公共交通の利用促進といった総合交
通政策との整合性、地域生活交通への影響等
の観点から多くの問題があります。モーダル
シフトの推進にも逆行します。国が地域の活
性化や国民生活の下支えをするのであれば、公
共交通や物流などのすべての交通モードに対
して必要な対策を講じるべきです。
国民新党
	 　総合的な交通機関全体のグランドデザイン

を作成し、共存できる体系をつくるべきもの。
また、高速道路の交通渋滞については、事前
の入路規制システムを開発すべきもの。

4-3.  マイカー優遇策（「エコカー」減免税、
補助金）への評価

Q：	実質的にマイカー利用のみを有利にしてい
る「エコカー」減免税や補助金などの優遇策
は本当に「エコ」なのか？という指摘が相次
いでいます。この政策を総合的な交通政策の
観点からどう評価し、今後どう対応されます
か。
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民主党 公明党 共産党 社民党 国民･
新党

総合的な交通政策の
観点からの評価
良い･／･悪い

良い 悪い 悪い 良い

民主党
	 　環境対応車などの購入を助成すべきと考え

ます。政府の施策については精査して、評価
を行います。
公明党
	 　経済対策として行っているエコカーへの減

免税や補助は、環境面から見ても十分な効果
を生むと考えています。
日本共産党
	 　有効な大気汚染の環境基準の達成計画や温

室効果ガス削減の計画を政府が策定しないま
ま、今売られている車種のほとんどを「エコ
カー」と認定して優遇策をとることには反対
です。計画を策定した上で、排気ガス・温室
効果ガスの削減で、飛躍的に性能が向上した
車種を、限定的に指定して優遇策をとる仕組
みに改めます。
社会民主党
	 　政府の補正予算では、ドイツの「環境奨励

金」の支給（スクラップインセンティブ）やア
メリカの燃費効率の良い新車に買い換える際
にバウチャーを発行することに範をとったの
か、環境対応車（エコカー）購入支援と省エネ
家電の購入補助制度（エコポイント）が経済活
性化に向けた目玉としてあげられています。確
かに、買い替えサイクルを復活させる呼び水
効果が期待できるとか、自動車と家電は部品
メーカーなど関連業種が多く、高い波及効果
が見込まれるという指摘もあります。

	 　しかし、ここ数年の需要喚起の後は大幅な
需要減がおそってくるのではないかという問
題もあります。

	 　何よりも、「低炭素革命」を本気でやろうと
しているのか疑問です。具体的にCO2削減など
低炭素化に向けてどの程度寄与するのか不透
明です。買い換えられたテレビや自動車も膨
大なごみになりかねません。本当に低炭素化
を進めるつもりなら、自動車・家電メーカー
に対し、より厳しい排ガス規制や省エネ基準
のハードルを課すべきです。

	 　結局、環境対策というよりも世界不況で輸
出が急減した自動車や家電といった特定業界
の要望に応えた要素が強いと思います。自動
車や家電の販売不振に対して消費喚起を目的
とするのならば、家計に安心をもたらすよう、
雇用の安定、賃金引き上げなどの個人消費活
性化策を講じるべきです。メーカー自ら若年
労働者を低い賃金でこき使っておいて、車や
家電を買ってくれというのも虫がいいのでは
ないでしょうか。どうしても自動車産業を救
済したいというのであれば、電気バスやハイ
ブリッドバス、天然ガスバスを支援する方が
ましです。

	 　この間の高速道路の割引やエコカー減税と
いう自動車優遇政策によって、フェリーや鉄
道など地球にやさしい公共交通にしわ寄せが
出ており、マイカーに頼らなくてもいいまち
づくりや地域づくりにもっと大きく踏み出す
ことが必要であると考えます。バスや鉄道の
方がエコであり、公共交通への利用促進策に
お金を振り向けるべきです。
国民新党
	 　CO2削減に有効であり促進すべきもの。



19クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

	 車からの排気ガスで喘息・COPD（慢性閉塞
性肺疾患）の原因となっているディーゼル排気微
粒子に対する規制は、現在行われていません。喘
息患者が増えている現状からして、これを実施
することが急務となっています。その規制は、現
実には微粒子の粒径で2.5マイクロメートル以下
のもの（PM2.5）に対する規制を行うことでほぼ達
成できるそうです。
	 2007年に東京大気汚染公害裁判が全面和解す
る際に、原告団・弁護団は、和解条項として、

「国は、大気汚染物質の微小粒子（PM2・5）につ
いて検討会を設置し、環境基準の設定を含め検
討する」という内容を盛り込ませました。
	 東京大気裁判原告団・弁護団、東京公害患者
と家族の会、東京あおぞら連絡会などはこの条
項の実現を求めて強く環境省に働きかけてきま
した。
	 その成果もあって、この春に、環境省は中央
環境審議会大気環境部会に、「微小粒子状物質に
係る環境基準の設定について（答申案）」を取り
まとめさせるところまで進みました。そして、環
境省はその答申案について、7月から8月にかけ
て国民からの意見募集（パブリックコメント）を
実施しました。
	 クルマ社会を問い直す会として、これに下記
のように応募いたしました。決められたフォー
ムに書き込む形でした。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
意見：		〈該当箇所〉
	 　　　答申案全体
	 　　	〈意見内容〉
　　　　	微小粒子状物質（PM2.5）に係る環境基準

の設定について、中央環境審議会大気
環境部会答申案に示された水準（年平均
値15μg ／ m3以下かつ日平均値35μg
／ m3以下）もしくはそれより厳しい水
準の環境基準を設定し、直ちに規制措

置を取ることを求めます。
	 　　	〈理由〉
　　　　	答申案はアメリカ並みの規制水準を示

していますが、それは最低限達成すべ
きものと考えます。より望ましいのは
WHOのガイドラインで示された規制水
準（年平均値10μg／m3以下かつ日平均
値25μg ／ m3以下）と考えます。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　環境基準の設定は第1歩です。クルマからの排
出基準の設定が次に必要です。しかし環境基準
が設定されるだけで、これまでのサンプル的な
測定結果から、全国の多くの道路周辺がこの基
準を満たしていないことが測定の結果明らかに
なると見込まれています。そして何らかの対応
を国はとらざるを得なくなるでしょう。答申案
通りに設定されれば、画期的な事態がもたらさ
れる可能性があると考えられます。既存の道路
の通行量をコントロールする必要が明確になり、
道路の新設を抑制するおおきな根拠になる可能
性があると考えられます。

	 PM2.5環境基準答申案への
	 意見募集へ応募	 杉田正明（世話人）

リポート
会の
活動
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	 本年6月6日、豊中市蛍池小学校にて「通学路
の安全を考える」シンポジウムが開催され、歩
車分離信号の講演をさせていただきました。そ
こで、豊中のシンポジウムと講演の要旨、近年
の歩車分離信号について述べさせていただきま
す。

Ⅰ．豊中のシンポジウムについて

	 豊中のシンポジウムは、2001年6月から始まり
今回で第11回目を数えます。講師の多くは、交
通事故の被害者遺族が行ってきました。これは、
交通事故遺族の声に耳を傾けその悲しみを繰返
してはいけないという主催者側の強い思いが反
映されているからです。
	 2007年6月、第9回のシンポジウムでは、当会
会員でもある佐藤清志さんが「命の重さと交通
死被害者」と題して講演されました。講演では、
最愛の娘さんが理不尽に命を奪われた青信号の
左折事故を事件と断じ、子どもを守るのは大人
の責務と述べられました。佐藤さんの訴えは、当
事者でなければ表現できないものとして、参加
者の心に深く刻まれ事故防止の願いを強くした
ことと思います。

	 このシンポジウムは、豊中市教職員組合、豊
中市PTA連合協議会、毎日新聞社の主催で、NPO
法人とよなか市民環境会議アジェンダ21、まち
づくり協議会曽根21の会やTAV交通死被害者の

会、大阪交通遺児を励ます会が共催・協力。大
阪府・豊中市・豊中市教育委員会・豊中市人権
教育推進委員協議会・大阪府教職員組合の後援
で実施されています。

	 シンポジウムを始めるきっかけとなったのは、
大阪府教職員組合の調査から、教職員や学業半
ばで亡くなった子どもを慰霊する大阪の教育塔
に過去10年間に合葬された子どもの4割近くが登
下校の交通事故で亡くなっていたことを関係者
が知り、「子どもたちの安全を守るには通学路の
安全確保がなにより重要なことである」との認
識を強くしたからでした。
	 シンポジウムの目的は、子どもたちの命を守
るため、通学路の安全確保と交差点の安全性を
高める歩車分離信号の普及です。それを学校や
保護者、地域の関係者がともに連携し考えてい
こうというものです。会場には、学校と地域が
一体となって運動を進めていこうと、毎回豊中
市内の小学校体育館が使われてきました。その
ような趣旨から、これまで教職員やPTA、市民
団体や行政担当者そして交通事故遺族など、さ
まざまな視点から意見交換がされてきました。な
かには、子どもたち自身で行った通学路調査や
歩車分離信号に対する意見発表などもあり、と
ても有意義なシンポジウムであると感じていま
す。
	 運動の主体となっている豊中市教職員組合で
は、市内の公立41小学校の通学路実態調査を実
施、くり返し行政に歩車分離信号の設置要望を
行った結果、これまでに13箇所の交差点が歩車
分離信号に改善されました。

	 私がこのシンポジウムに参加するきっかけと
なったのは、当時東大阪市教職員組合の書記長、
合田創さんから頂いた突然のお手紙からでした。
そこには、『私どもはこれまで「横断歩道を青信
号で」の交通安全教育の不十分さを検証するこ
ともなく、いわば「子どもに任せる」交通安全

	 豊中市で歩車分離信号について講演	 長谷智喜リポート
会員
の活
動



21クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

にとどまっていたことについて深く反省し、子
どもたちの命を守るとりくみを、教職員の責任
として全力をあげてとりくまねばならないと思
っています』と漫然とした交通教育への率直な
気持ちが記されてありました。
	「大阪には、私と同じように青信号の危険性を
見つめなおし、真に子どもたちの安全を守ろう
とする大人が大勢いる」そう思いとても感激し
ました。
	 その後、東大阪市教職員組合と同じように通
学路の安全に取り組んでいる豊中市教職員組合
から、第一回シンポジウムの講演依頼をいただ
きその真摯な活動姿勢に共感を覚えました。市
民と行政、報道関係者が一体となって推し進め
る豊中の「通学路を考えるシンポジウム」は、回
を追うごとに内容も充実し、いまや全国に先駆
け歩車分離信号普及の組織的な発信源となって
きたと思います。

Ⅱ． 第11回「通学路の安全を考える」 
シンポジウム

	 さて、第11回「通学路の安全を考える」シン
ポジウムは、今年も午後から蛍池小学校体育館
で行われました。今回は、基調提案、講演、シ
ンポジウムの三部構成です。

■第一部　基調提案と豊中の歩車分離信号紹介
	 青柳隆、豊中市教職員組合執行委員長の主催
者挨拶と、府、市、教育長の挨拶の後、市立豊
島北小、森山教諭から歩車分離信号が当たり前
の社会になることを目指していこうとの基調提
案があり、豊中市の歩車分離信号の紹介とさら
なる増設の必要性が訴えられました。次に校区
に分離信号が設置されている先生方からは、交
通ルールを守る安全教育の必要性、保護者だけ
でなくドライバー側からも「分離信号に改善さ
れて安全になった」という声のあったことが報
告されました。歩車分離信号の普及を進めてい
く上で、ドライバー側からも支持されることは
大変喜ばしいことです。

■第二部　講演「子どもの命を守る分離信号」
	 今回の講演要旨は、理不尽な青信号の交差点

事故の実態を説明。その事故原因の本質は、青
信号で人とクルマを交錯させること。そして交
差点での対人事故防止は、歩車分離信号の普及
が必要というものです。

1．理不尽な青信号の交差点事故の実態
	 青信号の歩行者を巻きこむ右左折事故の事例
として取り上げる上川橋交差点事故は、私の長
男が青信号を横断中、同じ青信号の左折ダンプ
によって死亡させられた対人事故です。
	 朝8時、小学校5年生だった長男は、妹ととも
に登校途中の上川橋交差点で信号待ちをしてい
ました。活発な妹は青になるとすぐに渡りはじ
めました。慎重な兄は横の車の停止を確認し渡
り始めました。しかしそのとき、すでに同じ青
信号で発進してきた左折ダンプがすぐ後に迫っ
ていたのです。
	 ダンプは、信号待ちの時から無線に興じ目の
前の二人を認識していませんでした。長男は、バ
ンパーで押し倒され、車体の下に巻き込まれ最
後には右後輪で頭を砕かれ絶命しました。即死
でした。事故後、ランドセルの中からは、息子
の直筆で「信号はなぜあるの？信号がないと交
通事故にあうから」と書かれたなぞなぞカード
が出てきました。
	 息子の事故は、1992年11月11日、もう17年も
前の話ですが色あせることなく現代に語り継ぐ
ことができます。なぜなら今でも全国の交差点
では、上川橋交差点事故同様、くり返しくり返
し青信号に裏切られるようにして、子どもや老
人の命が消えているからです。
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2．事故原因の本質
	 惨劇の舞台となる一般交差点では、同方向の
人と車を同じ青信号で流します。そのため、歩
行者は青信号であっても車との交錯を強いられ
ます。そこでは、無線に興じ安全感覚を欠如し
ている者、あるいは過労で注意力の落ちた者・
マナーの悪い者など、さまざまな運転手が青信
号で右左折を繰返します。青信号を頼りに渡る
歩行者は、人を見落す右左折車に遭遇すると避
けようがありません。運転手から見落とされた
らおしまいです。自転車を含め横断中の歩行者
とは、まさに他人の注意力、不確実な人間の注
意力の前に、自らの命をゆだねている状況なの
です。惨劇がおこらないほうが不思議といえま
す。

3．不確実な人間の注意力
	 それでは他人の注意力、不確実な人間の注意
力とはどのようなものなのでしょうか。
	 平成4年から9年までの類似死亡事故の事故率
が同心円のグラフとして描かれています。事故
の比率に注意してください。
	 歩行者事故は、交通事故全体の約30%を占めま
す。横断歩道歩行中は8%、その他横断中は12〜
3%、対背面通行中は3〜4%、その他は4〜5%で、

その率は一定しています。
	 この変わらぬ類似死亡事故の発生率からは、条
件が変わらなければ、人は同じ確率でミスを犯
し同じ種類の事故を発生させるということが推
測できます。
	 信号機のある交差点では、歩行者の安全を車
両運転手の注意力のみに任せるという構造が変
わらなければ、毎年決められた確率で歩行者の
命が消えていきます。事故原因の本質が、人も
青、車も青で流す交差点構造にあるからです。

4．事故防止に効果的な歩車分離信号
	 この事故のもっとも効果的な防止策に、歩車
分離信号があります。歩車分離信号とは、歩行
者と車を分けて流す信号システムです。歩車分
離信号の交差点では、歩行者が青のとき、車は
赤、車が青のとき歩行者は赤。基本的に人と車
が交錯することはありません。お互いが信号を
守る限り事故が発生しない仕組みとなっていま
す。
	 ドライバーにとっても青信号で歩行者と交錯
することがないため、エラーが発生しない安全
な信号システムです。

5．歩車分離信号の効果
	 2002年9月、全国100カ所の交差点で半年間試



23クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

験運用していた歩車分離信号の効果が、警察庁
から発表されました。結果は大変好ましいもの
です。

【全交通事故】182件から112件に	 約40%減少
【歩行者事故】130件から　8件に	 約70%減少
【車両事故】　	148件から103件に	 約30%減少
【渋　　滞】　	15.1kmから14.85kmに	 2%減少
　試験結果では、懸念されていた渋滞もなく事
故が大幅に減少したのです。

6．分離信号の長所、短所
	 歩車分離信号は、基本的に信号のロジックを
変えるだけなので低コストでバリアフリーな事
故防止策です。もっとも重要な安全効果は、歩
行者だけでなく車にとっても好評なことです。ま
た、歩行者の多い繁華街では、渋滞解消にも効
果があります。
	 この歩車分離信号は、事故防止に大変効果の
あるものですが、まったく問題点がないわけで
はありません。たとえば、交差点の交通量によ
ってはやはり渋滞の懸念があるとか待ち時間が
長くなるなど、多少の短所もあります。
	 財団法人日本交通管理技術協会によるアンケ
ートによると、分離信号導入については、賛成
74%と大多数の方が分離信号の設置を支持してい
ます。
	 これは、良識ある方々からは、短所より「人
の命の安全」という長所の方が大きく優ってい
ると判断されているからです。

7．歩車分離信号の普及
	 自動車先進国のイギリスでは、信号機のある
交差点は全てが歩車分離信号となっていますが、
わが国はどうでしょう。
	 昨年9月、命と安全を守る歩車分離信号普及全
国連絡会の代表として役員の方々と共に警察庁
を訪れ、歩車分離信号の設置率を確認したとこ
ろ、08年3月末現在4538基、全体の約2%とのこと
でした。
	 警察庁では、歩車分離信号を安全性の高いシ
ステムと認識し、その普及にはコストや渋滞よ
り人の命の方が大事という国民の意識が大切で
あると述べています。

	 警察庁でも増設の方向なのです

	 私は、交通事故防止（歩車分離信号普及）で大
切なことは、交通ルールを守っても命が奪われ
るシステムに「それはおかしい！」という意識
をもつこと、そして「注意しましょう、気をつ
けましょう」の安全教育だけでなくヒューマン
エラーを前提に「より安全で安心なシステム」を
求めることだと述べました。そのためには青信
号で右左折してくる車の危険は、歩行者の注意
能力を超えた危険であること、効果的な事故防
止は、人と車の分離であると訴え、歩車分離信
号が交差点のスタンダード信号になるよう、皆
様とともに普及に努めていきましょうと講演を
締めくくらせていただきました。

■第三部　シンポジウム
	 シンポジウムでは、私を含め、5名のパネラー
がこれまでの活動を紹介し、会場との意見交換
を行いました。
	 はじめに、TAV交通死被害者の会竹中さんが、
ご長男が06年10月自転車で歩道を横断中、左折
してきた13t車によって命を奪われるというつら
い胸の内を語り「遺族を静かに見守ってほしい。
同じような被害者を出さないでほしい」と訴え
ました。豊中市PTA連合協議会会長の板倉さん
からは、子どもを見守る取組みで、とびだし注
意看板の作成や挨拶運動を行っているとの報告
がなされました。また、豊中市教育次長斎藤さ
んは、PTAと一緒になって子どもの目線で危険
を探し、カーブミラーの設置などを行政に要望
している取組みなどを説明、さらに蛍池小学校
教諭岩橋さんは、坂が多く細い道の多い危険を
説明、地域で安全見守り隊を組織して活動して
いることを紹介してくれました。
	 会場からは、とびだし注意看板は、事故原因
を常に子どもに押しつけるようで、学童注意な
ど車側の注意を促す看板が望ましいと意見が出
されました。
	 また、分離信号に改善された交差点の隣の交
差点で車にはねられ、子どもさんを亡くされた
遺族の方から、「分離信号だけでは子どもは守れ
ない、分離信号に改善して周りの環境も渋滞な
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どで変わることがある」との訴えがありました。
この事故を扱った新聞では、分離信号設置によ
る渋滞でイライラしてスピードを出したとされ
る運転手が、隣の信号機のない交差点を渡る児
童をはね死亡させた旨報じられていました。こ
の交差点は、2カ月前にも同様の死亡事故があっ
たことから遺族や地域住民の訴えで現在は信号
機が設置されています。渋滞はどこにでも発生
するもので、事故原因の本質は粗暴なドライバ
ーにあるのですが、同じ遺族として憤りと無念
さが率直に伝わり、私はそのつらい気持ちに耳
を傾けるのみでした。この問題に他の遺族の方々
から、分離信号という安全なシステムの必要性
を認めつつ、「分離信号の周りを平面的にとらえ
安全にしていく必要がある」「誰もが被害者・加
害者になる認識を高め子どもの命をまもる社会
にしていかねばならない」などの発言がありま
した。
	 歩車分離信号のシステムとしての安全性は、だ
れもが認めるところです。シンポジウムでは、今
後もこの歩車分離信号設置を豊中から発信して
いきましょうと「子どもたちの安全を守る宣言」
が拍手をもって採択されました。

Ⅲ．最近の歩車分離信号の動向について

	 普及率が2%とはいえ、最近は町のいたるとこ
ろで歩車分離信号を目にします。先日、武家屋
敷で有名な秋田県角館町で目にしたのは、信号
待ち時間表示機の付いた歩車分離信号でした。そ
して信号柱には、視聴覚障害者用信号付・歩車
分離式信号と書かれた2枚の大きなプレートが誇
らしげに設置されていました。この人に優しい
信号システムが地方にまで広がってきたことに、
歩車分離信号が確実に市民権を得てきたことを
実感しました。もちろん豊中の歩車分離信号に
もプレートが取り付けられており、人命優先を
推進していこうと言う大阪府警の心遣いが感じ
取れます。
	 しかし、残念なのは、警視庁管内の信号です。
せっかく歩車分離信号であるのに肝心のプレー
トが設置されていません。ドライバーの中には、
歩行者専有時間があることを知らずにフライン
グする者もいます。警察官に歩車分離信号につ

いて尋ねたところ、まったく知識のない方もい
ました。6月3日の東京新聞に、警視庁が今後10
年間で600箇所の交差点を歩車分離信号に改善し
ていくとの記事が掲載されていました。利用者
に周知徹底することによって安全性と理解を高
める、分離信号プレートの設置を会わせて願い
たいものです。また、7月8日の毎日新聞では、普
及率わずか1%のクルマ優先王国愛知県が、2年後
をめどに歩車分離信号を倍増する動きがあると
報じられています。人命優先の信号機で、交通
事故死4年連続ワースト1の汚名返上も夢ではな
くなります。

	 わが国は、これまでにない高齢化と少子化の
波にさらされ、安全・安心そして人の命の大切
さが問われる時代となりました。むろん道路交
通の安全性においてもそれを避けて通ることは
できません。まずは、子どもたちの安全を守る
ため通学路の交差点をすべて歩車分離信号に改
善し、さらには歩車分離信号のスタンダード化
を推し進め安心・安全な市民生活を提供しても
らいたいものです。
	 このように歩車分離信号は、全国各地で少し
ずつではありますが増え続け、確実に市民権を
得てきました。私たちは、これからも、理不尽
な交差点事故の根絶のため、歩車分離信号の普
及活動を多くの方々とともに継続していきたい
と考えています。

（東京都八王子市在住）
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《編集担当杉田よりのコメント》
　クルマによる交通事故については、当会としては予
防防止対策に当然大きな関心を払ってきました。しか
し、交通事故が起きてしまった後にも重大な問題が存
在しており、これについても関心を払う必要がありま
す。
　会報53号で、交通事故後遺障害者の置かれている状
況について、種村康子さん・山本博子さんに報告して
いただきました。
　今回は、交通事故後の真相解明を巡って被害者・遺
族が置かれている過酷な状況等について、児島早苗さ
んに“報告”してもらいます。
　ただし、“報告”と言っても、児島さんに新たに会報
向けに書き下ろしていただいたわけではなく、問い直
す会有志メーリングリスト（beyond_car）への投稿をそ
のまま転載させていただく形をとります。

　はじめに児島さんの息子さんの交通事故を巡る経緯
を簡単に私から紹介します。
◦	2000年5月　生駒市で事故発生、児島健仁さんが約2

週間後に脳挫傷などで死亡。
◦	2002年2月　ヤマト運輸のトラック運転手が業務上

過失致死罪で起訴される。
◦	2003年5月　遺族が奈良地裁に損害賠償請求訴訟を

起こす。
◦	2006年5月　刑事裁判の一審・奈良地裁が運転手に

無罪判決。
◦	2007年7月　刑事裁判の二審・大阪高裁が禁固1年執

行猶予2年の逆転有罪判決。
◦	2007年12月　刑事裁判の三審・最高裁が上告を棄却

し、運転手の有罪確定。
◦	2008年12月　民事裁判の一審・奈良地裁が「双方に

徐行義務違反があるが、7対3でトラックの運転手に
過失がある」としてヤマト運輸側に約2,500万円の賠
償支払いを命令。

◦	2009年7月　民事裁判の二審・大阪高裁が「トラッ
クは、出来る限りカーブの外側を通るべきだった」
として、過失割合を「運転手85対健仁さん15」と認
定。ヤマト運輸に対し一審より500万円多い約3,000
万円の賠償支払いを命令。

　
　つぎに、児島さんの報告を理解する上で参考になる
と思われる新聞記事をいくつか紹介します。少し多く

なってしまいましたが、切り捨てがたいのでご勘弁く
ださい。

2002/01/24		朝日新聞　朝刊
遺族ら、起訴求めはがき募る
一昨年、高専生の交通事故死　／奈良
　生駒市内で00年5月、ミニバイク運転中に、トラッ
クと正面衝突して死亡した国立奈良工業高等専門学校
電気工学科4年生だった児島健仁（けんと）さん（当時18）
の遺族や同級生らが「公判で真相を明らかにしてほし
い」と、トラックの運転手の起訴を求める内容のはが
きを奈良地検と大阪高検に郵送する運動を展開してい
る。2月10日ごろまでに計2千枚の郵送を目指して、賛
同する人には、はがきに住所と名前を記入してポスト
に投かんしてもらうよう呼びかけている。
　00年5月15日午前9時ごろ、生駒市西松ケ丘の市道で、
ミニバイクを運転していた健仁さんは、大手運送会社
のトラックと正面衝突した。頭などを強打しており、
同市内の病院に運ばれた。約2週間、意識不明の状態
が続き、同月29日朝、死亡した。
　「事故の真相が知りたい」と、健仁さんの母早苗さ
ん（51）と高専の同級生らが協力して、00年6月に、独
自の事故調査を始めた。
　事故と同車種のミニバイクと2トントラックをレン
タルするなどして、事故当時の状況を再現。ビデオカ
メラで撮影した状況を分析した。
　健仁さんの高専の2年先輩にあたる益村友之さん（22）
らが、弁護士の協力を得て、自主現場検証の結果をA4
判で二十数枚になる独自のリポートにまとめ、地検に
提出している。
　遺族側作成のリポートなどによると、現場は、健仁
さんの自宅から約100メートル離れた、見通しの悪い
急カーブで、急な坂道。リポートは、現場に残ってい
たタイヤ痕の長さなどから、事故当時、トラックは時
速約12〜17キロで、幅約3・5メートルの道路をやや右
寄りに走行していたと結論づけた。
　遺族側は、運転手は速度超過による徐行義務違反や
前方不注意などにあたるなどとして、過失があると主
張。地検に運転手を業務上過失致死罪で起訴するよう
求めている。児島早苗さんは「公判で互いの主張や証
拠を出すことで、事故の真相を明らかにしたい」と話
した。

	 裁判報告とお礼	 児島早苗リポート
会員
の活
動
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2002/02/20		大阪読売新聞　朝刊
「息子衝突死、トラック運転手に過失」
遺族らの署名受け起訴／奈良地検
　奈良県生駒市で一昨年、ミニバイクを運転中にトラ
ックと衝突、死亡した国立奈良高専四年児島健仁さん

（当時十八歳）の遺族らが、書類送検されたトラック運
転手（38）（奈良市）の起訴を求めて署名活動などを展
開。奈良地検は十九日、「遺族の処罰感情も考慮して」
と、この運転手を業務上過失致死罪で起訴した。
　児島さんは二〇〇〇年五月十五日朝、自宅近くの生
駒市西松ヶ丘の市道（幅三・五メートル）でミニバイク
を運転していて、宅配便のトラックと正面衝突。頭を
打って二週間後に死亡した。
　運送会社側は「児島さんに過失があった」と、責任
を認めなかったため、母早苗さん（51）や同級生が「公
判で明らかにしてほしい」と独自の現場検証結果を地
検に提出。昨年一月、生駒署が運転手を書類送検した
後も署名活動を展開し、全国から約三万六千人の署名
を集め、地検と大阪高検に送っていた。起訴状では、
運転手は駐車車両を避けようと不用意に道路右側に寄
り、見通しの悪い右カーブに差し掛かったのに、十分
な安全確認をせず、漫然と時速十五キロ程度で走行、
児島さんのミニバイクに気付いてブレーキを踏んだが、
間に合わずにはねたとされた。

2002/08/04		毎日新聞　地方版
［知っちゅう？］交通事故遺族に二重の苦しみ
真相究明に立ちはだかる壁　＊／高知
　近年、交通事故の遺族が原因の究明を求める動きが
広まっている。背景には、捜査の際、生き残った加害
者側の言い分が中心になるなど被害者側に不利な現実
がある。捜査当局からの遺族に対する情報提供も決し
て十分とは言えない。家族を失うだけでも悲劇なのに、
そのうえ、かなりの苦労や精神的苦痛を経なければ、
真相が究明されないのが現状だ。他県には遺族が目撃
者の証言を集めて相手側を起訴に持ち込んだ例もある
が、まだ極めて少数。県内外の遺族に、事故の真相究
明の難しさなどを聞いた。（中略）
　◆長い道のり
　しかし、交通事故の遺族が加害者側を起訴に持ち込
むのは簡単ではない。死亡事故の場合、警察官が事情
を聴けるのは、生き残った側のみ。県警交通企画課は

「当事者の聴取や車の検分、目撃者探しなど、数日は
調査する」と話す。しかし目撃者が出ず、「生き残っ
た当事者」の発言内容に矛盾が見られない場合、その
言い分が通る可能性は高い。
　高知地検によると、死亡事故は警察の捜査の後に、

検察も調べるが、検察独自で実況見分を行うことがあ
る半面、警察が調べた書類のチェックだけですますこ
ともあるという。
　被害者の遺族が実況検分をして、加害者の起訴にこ
ぎつけた例がある。
　奈良県生駒市の児島早苗さん（52）は00年、交通事故
で長男健仁さん（当時18歳、高専4年）を亡くした。当
初、運転手側は「バイクの健仁さんが、停車中のトラ
ックに衝突した」としていた。
　しかし現場にバイクが押し戻された跡があったこと
から、同級生や早苗さんらは独自にビデオカメラを設
置するなどして現場検証を重ねた。その結果をまとめ、
徹底捜査を求める署名2万8000人分を添えて奈良地検
に提出した。
　その結果、地検は事故から2年後の今年2月19日、運
転手を業務上過失致死罪で起訴した。

2003/12/21		大阪読売新聞　朝刊
交通事故捜査、不満の遺族らに
生駒の児島さんら真相究明へ対応手引作成＝奈良
　◆	長男亡くした生駒の児島さんら作成	

目撃者捜し、署名活動など紹介
　長男（当時十八歳）を交通事故で亡くした生駒市の会
社員児島早苗さん（53）と長男の同級生らが、交通事故
の捜査に不満を持つ被害者や遺族のために対応マニュ
アル「KENTO〜真相究明はじめの第一歩」を作った。
事故捜査に不満を持った早苗さんが独自に証拠集めな
どを行った経験を生かした内容で、「真相を知りたい
と感じる遺族の助けになれば」と話している。（中略）
　マニュアルは、同じような立場になった人の活動の
指針になればと早苗さんが発案。署名活動などをきっ
かけに集まった健仁さんの同級生やその両親約五十人
の協力で作成した。
　題名のKENTOは「交通事故を永遠になくす友達の
わ」の頭文字をとった。「こころ構え」「警察」「現場
検証」「署名活動」などの項目に分類。事故後の刑事
処分の流れや関係機関とのかかわり方を説明し、「チ
ラシや立て看板をつくって目撃者を捜そう」「署名活
動を始めよう」などの独自調査のためのアドバイスや
活動方法を、チャート表や写真、イラストなどを交え、
具体的に紹介した。

2004/11/24		毎日新聞　朝刊	
［情報ファイル］
交通事故の情報開示を―南野法相らに要望書提出
　交通事故の被害者側に捜査情報を十分開示するよう
求め、「交通事故被害者遺族の声を届ける会」（児島早
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苗代表）と「トラック事故被害者をなくす会」（金澤喜
三代表）が22日、南野知恵子法相らに要望書を提出し
た。（1）事故直後の実況見分調書、現場写真、鑑定書
などの早期開示（2）公判での録音−−などを求めてい
る。
　提出後に会見した金澤代表らは「大半の事故が不起
訴になり、真実が分からない」などと訴えた。

2007/07/07		毎日新聞　地方版
生駒の高専生衝突死：逆転有罪
母親「真実は明らかになったよ」　／奈良
　◇母親、息子のノート広げ　支援者らも喜び合う
　「1審判決を破棄する」。生駒市で00年5月、バイクで
登校中の奈良工業高専生、児島健仁さん（当時18歳）が
死亡した交通事故の控訴審判決。仲宗根一郎裁判長の
声が法廷内に響き、児島さんの母早苗さん（57）は最前
列で、健仁さんが高専時代に使ったノートをひざの上
に広げ、心の中で語りかけた。「真実は明らかになっ
たよ。大丈夫だよ」
　判決後、署名活動や現場での走行実験など、7年間、
真相解明を求め活動してきた支援者は、廊下に出て、
涙を出して喜びを分かち合った。
　「衝突時、バイクは46キロで走った」とした1審無罪
判決後、「あんな、急なカーブをそんな速いスピード
で走れるわけないのに」と人間不信に陥り、家の中か
ら出ることさえ苦痛になった。
　同級生や支援者の支えで、その後、近鉄奈良駅前に
立ち、控訴を求める署名活動を始めた。約2000人の署
名を集め、大阪高検へ持って行った。担当検事から控
訴の連絡を受け「健仁はまだ見捨てられていなかった」
と泣いた。

2008/12/25		朝日新聞　朝刊
闘い8年「納得できぬ」
18歳事故死、ヤマト運輸側に賠償命令　／奈良県
　生駒市で00年5月に発生したミニバイクとヤマト運
輸のトラックの衝突事故で、18歳の長男を失った母親
が起こしていた損害賠償訴訟は24日、ヤマト運輸側に
約2500万円の支払いを命じる判決が言い渡された。事
故発生から8年7カ月。母親は「同じ悲しみを生んでは
ならない」と命の尊さを訴える活動を続けてきた。双
方の過失を認めたこの日の判決に納得できず、控訴す
る考えを示した。（中略）
　事故は自宅近くの見通しの悪い急斜面のカーブ（幅
約3・5メートル）で発生。バイクで登校中だった健仁
さん（当時・奈良高専4年）は坂を下ってきた配送中の
トラックと正面衝突し、死亡した。

　事故後、早苗さんは真相を知るため、警察署に通っ
たが、「捜査中」との一点張りだった。このため、健
仁さんの友人らの協力を得て、真相解明を求める約2
万8千人分の署名を集めたほか、独自に「現場検証」を
した事故報告書を地検に提出した。
　その一方で、同じように交通事故で家族を亡くすな
どした被害者遺族と交流、講演会や遺留品の展示会

「生命のメッセージ展」などの活動に積極的に取り組
んできた。
　「同じような事故で泣き寝入りをしている人がたく
さんいる。声を出さなければ交通事故は減らないし、
裁判も変わらない」
　この日の判決は事故の原因として、健仁さんにも過
失が3割あったことに言及した。早苗さんが求めてい
たトラックが道路の左寄りを通行する義務やバイクの
発見が遅れた安全確認については、「違反とはいえな
い」と退けられた。
　早苗さんは会見で「納得できない」と涙ぐみながら、

「ヤマト運輸は人命を最優先する会社に変わって欲し
い。でなければ、息子の死が無駄になってしまう。私
は息子には非がなかったと信じており、これからも闘
おうと思う」と話した。

　以下児島さんのメーリングリストへの投稿と、その
投稿に添付されたファイルを続けて掲載します。
　なお、児島さんの報告を受けて、制度として何を整
えていかねばいけないか、が課題となると考えます。
ドライブレコーダーの装備義務づけ、捜査情報の公開、
こどもの事故の免責、生存者に比べ代弁する人のいな
い死者の立場に立つ組織主体の形成などなど、皆さん
とともに考えたいと思います。

（杉田コメント終わり）

	 奈良の児島です。
	 今晩は皆様、すっかりご無沙汰をし、大変申
し訳ありません。メーリングで発信される皆様
方の情報をいつも読ませていただき、弱者や人
命軽視を重ねる一方の社会に問題提起をし、行
動を重ねておられる姿勢に敬服の念で頭が下が
るばかりです。佐藤様、いつも貴重な情報発信
をして下さりありがとうございます。
	 今日のメールは個人的な報告であり、また馴
染まない内容等があるかも知れませんが、交通
事故遺族からの一面をお伝えできればと思い報
告させて頂きます。
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	 昨日、大阪高裁にて民事二審判決が言い渡さ
れました。
	 2000年5月の長男死亡交通事故以来、真相を求
め9年間、警察・検察・裁判所・ヤマト運輸弁護
人・自らの弁護士達と闘いつづけてきました。こ
の間、署名などで会員の皆様方には一方ならぬ
ご協力・ご支援をいただきました。今日まで来
れましたこと、ほんとにお礼の言葉もありませ
ん。ありがとうございました。
	 事故直後の警察捜査段階の当初より、自分達
で繰り返す現場検証の結果をもって訴えてきま
した結果、民事高裁判決は、地裁時の被害者過
失：3割を、1.5割に変更しました。納得のゆく結
果では決してありません。
	 裁判に関しては、刑事・最高裁刑確定まで41
回、民事二審まで30数回の公判が開かれました。
	 警察段階より、こちらの主張は何も変わらず、
現場検証から得た事実をひたすら息子になり代
わり主張してきました。しかし、変化を望まず
形骸化した一連の法組織は、真相を翻弄するば
かりに見えました。そして民事高裁でようやく
まともに、ストレートに、現実に目を向けよう
とした、正直そう感じました。
	 一切の主張・反論ができない「死者」に、事
故原因全てを負わせ収束させる仕組み、それは
今も繰り返されています。国にとって、大人し
く従順で、無知なまま保たれてきた私達かも知
れません。けれど今や怒りをもって、悲惨な現
状打開を目ざし立ち上がる遺族方が、全国各地
で声をあげておられます。たとえ小さくとも、メ
ディア画像に、社会紙面に、「ヤマト運輸」の非
道さを表わす記事が書かれるなら、どこかで誰
かが読み、中には大手相手に今まさに闘いの最
中にいる遺族方がいるかも知れません。その方々
が、諦めず、くじけず、頑張り続けてほしいと
いつも願わずにおられません。	

	 様々な面において、一歩ずつ現状が打開され、
社会の悪弊が止み、改善に向かい前進してゆく
よう、力の限りを尽くしてこれからも歩きつづ
けます。今後とも皆様、どうぞよろしくお願い
申し上げます。
	 最後になりましたが、会の皆様方のご健康と

安全を、会の活動のご発展をお祈り致します。

※判決前夜、記者会見で伝えるために準備した
メッセージを添付させていただきます。よろし
かったら読んでみて下さいますよう、お願いい
たします。

民事控訴審判決を迎え

	 今日まで変わらずに、ご支援・ご協力を下さ
り、支えて下さったお一人お一人の皆様に心よ
り感謝し、お礼を申しあげます。
	 刑事裁判は最高裁刑確定までに41回の公判、民
事裁判は30数回開かれました。息子の死後9年を
超え、この間支援を続けて下ることは並大抵の
ことではありません。ほんとうに有り難うござ
います。

	 1人の親として、ヤマト運輸との闘いがこれで
終わったとは決して思っていません。なぜなら
ヤマト運輸は効率最優先の急ぎ運転により死亡
させた息子健仁の霊前に一度たりと詫びたこと
がないからです。生きる権利を奪い、謝罪せず、
毎年20数名の死亡・重傷犠牲者を全国で出し続
ける異様なヤマト運輸の実態を社会に知らせな
い限り、犠牲者は今日も、明日も増えてゆきま
す。トラック運転手はプロのドライバーですが、
皆さんはどんな運転が原因となりヤマト運輸の
ドライバー達が死亡・重傷事故を起こしている
と想像されますか？国土交通省より情報開示さ
れた2008年一年間の事故報告書にある『事故の
原因』を拾いました。中に息子の死亡事故にま
ったく重なるものがあります。

▪	7/9「当方（ヤマト運輸）運転者の発見遅れです。
当該道路は道幅も狭く、民家も少ない為、思
い込みがありました。」被害者小学生＝重傷

▪	7/15「住宅地内の見通しの悪い交差点で30	
km/h以上で走行。危険予知運転ができていな
かった。」被害者小学生＝重傷

▪	住宅地でのスピード超過
▪	左右確認不足
▪	前方不注意
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▪	再度の左右安全不確認
▪	安易な判断
▪	危険予知不足
▪	ショートカット走行
▪	狭路を通行し被害者を驚かせた
▪	狭路走行時の徐行不履行
▪	危険予知運転を怠った
▪	2m幅の狭路を35km/hで走行した
▪	大型トラック運転時の左折死角の確認不足
▪	脇見運転
▪	バックの際の後方安全確認不足
▪	徐行を怠った
▪	駐車時のブレーキ掛け忘れ
▪	居眠り
▪	交差点左折時の歩行者・二輪車等の不確認
▪	スピード超過によるハンドル操作不備
▪	夜間走行時の安全意識欠如
▪	交差点進入時の最徐行運転欠如
▪	完全停止前に地図をとろうとした
▪	「車両が2台やっとすれ違える道路を30km/h

ほどのスピードで通過しようと安易な気持ち
で運転してしまった。」

▪	横断歩道手前の一時停止を怠った
▪	ながら運転
▪	サイドブレーキ引き忘れ
▪	カーブ手前の減速不履行
▪	危険な場所での右折行為
▪	運転操作の誤り
▪	周囲状況の不確認

	 以上です。あまりにも稚拙で未熟なプロドラ
イバーの運転内容に愕然とし、国土交通省の運
送業者への指導のあり方を疑ってしまいます。
	 このような中、息子の死亡事件は、私達が現
場検証を始める以前、不起訴へと着々と進めら
れていました。運送業界トップのヤマト運輸の
罪は覆い隠され一介のすでに死亡した若者に罪
が転嫁されつつありました。真相を求める遺族
達に、いったい何を誰を守るために情報がひた
隠しにされるのでしょう。10年近い年数を経て
尚、死亡交通事件はいとも簡単に、死者に落ち
度があったかの如くに不起訴が決められてゆき
ます。死亡という重大な結果が目の前にありな

がら、刑事裁判さえ開かれず、今日この今も、数
多くの遺族方が苦しみ抜いているのです。

	 私達の国は、判で押したようにバイク乗車の
若者の死なら、堅実な捜査よりも先に、マスコ
ミへの発表時、「若者の暴走が事故原因のよう
だ」、幼児・子供なら、「子供の飛び出しによる
原因」と説明されます。この手法は「死人に口
なし」として処理し易く、遺族が真相解明を諦
めればそこですべて終わりにできます。半世紀
以上この同じ手法が全国で使われています。そ
の先に改善など有り得ません。それ故、トラッ
クに巻き込まれ死亡する子供や親子、学生、高
齢者方のニュースは毎日のように繰り返されて
います。現状を変えなければと先進諸外国の取
り組みを調べました。驚いたのは車が発明され
た1930年代直後に素早く、車が持つ危険性を察
知し市民活動が起こった国々があることでした。
半世紀以上続くこれらの活動は、今や国が支え
るところとなり、企業が智恵を借りにくるよう
になっています。私達も2006年、25才・26才の
若者達とオランダ・スウェーデンの交通事故撲
滅に取組む活動を視察に行きました。出発直前、
次のような情報を得たのですが、皆さんはどう
感じるでしょうか？

「交通事故の際の子供の免責
	 ドイツでは損害賠償法が改正され、2002年8月
1日より満十歳までの子供が交通事故に遭った場
合は、原因の如何を問わずドライバーが全ての
責任を負うこととなりました。
	 同様の措置は他のヨーロッパの国では早くか
らとられており、オーストリアとオランダでは
14歳まで、フランスでは16歳までとなっている
そうです。自動車と歩行者・自転車とでは、力
学的に見て、事故時の加害力に明かな差があり、
両者が同じ平面上で共存せざるを得ない現状で
は、加害力の圧倒的に大きい自動車側が、その
加害力に比例するだけの注意をはらい、事故責
任を負うべきです。とくに子どもに対しては、五
感の発達やとっさの判断力、危険に対する注意
力等が未成熟な存在であることをふまえ、事故
責任は全面的にドライバー側が負うべきなので
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す。」

	 この情報を法務省を訪問した折に伝えました
ところ、情報として把握していないとの言葉が
返ってきました。私達の国も、もう企業との癒
着のぬるま湯につかることを止め、真相を懸命
に知ろうと苦しむ遺族達に真正面から向き合う
時代がすでに目の前に来ていることを素直に知
るべきです。国や企業の横暴な力に、疲れ果て
個人で立ち向かえずにいる全国の交通被害のご
家族、ご遺族の方々、勇気を出せばその一歩先
に、次なる犠牲者を食い止める力が生まれます。
ヤマト運輸の犠牲になられた皆様、大企業の力
の前でも決して諦めないでください。被害に遭
っていない全国の皆様も、毎日毎日クロネコヤ
マトの宅配トラックが狭い道路を通り家のすぐ
前までやってきています。家族の犠牲の危険性
はすぐそこにあります。徐行しないプロドライ
バー達を見張ってください。

	 交通事故の被害者は犯罪被害者と認められて
います。が、現実は「事故だから仕方ない、故
意じゃないのだから、犯罪ではないのだから」と
隅に追いやられます。地域で、会社で、犯罪被
害者遺族達は心無い言動により、落ち込む心身
をズタズタにされます。この写真（編集担当注：
掲載していません）が分かりますか？自宅から100
メートル足らずの、息子が犠牲となった現場で
す。9年近く毎日花を供えていました。花がなけ
れば、そこが死亡者を出す危険な場所だと伝え
られるものが他に何もありません。二度と死亡
者を出さないよう、抑止の意味を込め供えてい
た花が、コンクリートブロックで花瓶ごと壊さ
れていました。会社からの帰り、疲れた心身は
さらにボロボロになりました。「犯罪被害者等基
本法」の骨子に、国・地方自治体の犯罪被害者
に対する責務が謳われています。そして、国民
の責務が謳われています。国は、今すぐできる
ことに、試行錯誤しながらでも、素早く取組ん
でください。犯罪被害者を、日常的に遭う心無
い言動から護るべく、国民へ分かり易い形で伝
える基本法の周知を早めてください。心からの
お願いです。

	 国は長らく私達を、決して逆らうことのない、
静かな眠れる姿に形作るよう腐心してきました。
そこから生じる歪みは、より幼い者、力のない
者に向かうのを常としてきました。しかし今、真
相を知ろうとすることが当然の権利と認められ、
国、地方自治体、国民が協力を惜しまない社会
が生まれるよう、身を粉にして国は働いてくだ
さい。

終わりに
	 奈良は、県庁や裁判所、検察庁など官庁街が
近鉄奈良駅から、すぐのところにあります。駅
から2・3分歩けば奈良公園が広がり、道路を隔
て官庁の建物が並びます。息子亡き後、奈良地
検・地裁・署名活動に向かうため奈良公園をい
つも通りました。重い気持ちで歩いた日々、季
節の移り変わりに気づかず過ごしていました。ゆ
とりを持てば、目を上げ桜や新緑、紅葉、園内
の鹿たちに癒されることもあったでしょう。し
かし真相を解明するため、警察、検察庁、裁判
所に足を運び、次々と交代する検事らに、一か
ら話を始めに行かねばならない気の遠くなる重
さ、傍聴席で被告の明らかな嘘を聞き、怒鳴り
たい思いをこらえる苦痛と怒りに、行きも帰り
も、ひたすら下を向いて歩いていました。何年
かしたある日、『あぁ、そう言えばここは奈良公
園だったんだ。』と気づきました。

	 家族を喪い、遺族となり、涙を流す回数以上
にしたこと、それは頭を下げることでした。
	 病院で担当医師に会い、警察署に出向き、救
急隊員に会い、弁護士と会い、検察に赴き、裁
判所に足を運んでは、

『カルテを見せてもらえますか』
『救急隊の出動記録の開示をして下さい』
『まず現場検証をして下さい』
『厳正な捜査をして下さい』
『分かっていることを教えて下さい』
『そんな威圧的にでなく、もう少し言葉に配慮し
てもらえますか。家族を亡くしたばかりで今ぼ
ろぼろなのです、お願いします』

『現場写真を見せてください、真相を知りたいの
です、お願いします』
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『現場検証をしたいので、手伝ってもらえますか、
お願いします』

『車を貸していただけますか、すみませんお願い
します』

『検証中の為、ご迷惑おかけしています、申し訳
ありません』

『事故直後の話しを聞かせて下さいますか、お忙
しいのにすみません』

『一人では心細いので、警察へ一緒に行ってもら
えますか』

『街頭署名を始めますので、手伝っていただけま
すか』

『皆さん、署名を、お願いします！』
『裁判官方で現場に一度来てください』
『裁判所サイドの現場検証を、とにかくやって下
さい』

『すみません、明日刑事裁判なので早退してもい
いですか』

『明日、民事裁判で、ちょっと遅れてきます、す
みません』

　被害の当時者・遺族が置かれる現状は、とて
つもなく過酷だと思い知ります。その過酷さを
黙々と耐え、乗り越えてゆくと、違った自分に
なれるのだろうかと思うことがあります。道は
遠いです。でも、今この道をしっかり歩かない
と、後の人達が同じように苦労します。自分の
生まれた国なので、良くなって欲しい。今より、
良くなって欲しい。だから、くいしばって歩こ
うと思います。先に亡くなった息子への、それ
が親のつぐないです。

（奈良県奈良市在住）

　歩行者株主会、トヨタ自動車株主総会で
　	ドライブレコーダー全車標準搭載・歩行者保護の
　技術開発などを求めて発言　　　　	朝倉幹晴（世話人）　

リポート
会員
の活
動

	 全国交通事故遺族の会交通事故ワーキンググ
ループは、全国交通事故遺族の会のもとにあり
交通事故根絶を目指して活動しております。私
も関わらせていただいていましたが、その中で、
懸案であるドライブレコーダーの一般車への普
及を進めるため、トヨタ自動車株主総会で社長
に直訴しようという動きが今年初めから進みま
した。具体的には最低株（約30万円）取得の株主
となった者で「歩行者にやさしい車の技術を求
めるトヨタ自動車株主の会」（略称「歩行者株主
会」）を結成し、遺族の会の片瀬邦彦理事が代表、
私が事務局をさせていただくことになりました。
	 参考HP：
	 http://www.hokousya-kabunushi.com/
	（「歩行者株主会」で検索いただくと関連記事
が見られます）

	 5月に3項目の申し入れ書を郵送し、愛知県豊
田市の本社に申し入れの説明に行きました。申

し入れ項目は以下のとおりです。

1. 車載監視カメラ（ドライブレコーダー）の全車
標準搭載に向け、まずは新車への全車搭載を進
めてください。
	 車体に取り付け、事故時の衝撃を受けると事
故前後の映像記録を保存する車載監視カメラ（ド
ライブレコーダー）は、事故の責任を明確化にす
る効果と、その「ヒヤリ・ハット」事例を分析
することで、タクシー業界などで安全運転教育
を通じて事故を低減する効果が明らかになって
います。また取り付けることにより運転者が安
全運転を心がける心理的効果も大きいと考えら
れています。（「自動車技術会論文集」2007年7月
号、自動車技術会2009年春季大会フォーラム（5
月22日開催予定））。
	 しかしながら、普及は業界車中心で普及率は
数%であり、90%を占める一般車に普及させてい
くことが必要です。私どもは、国などにも運転
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者の責任をはっきりさせ、交通事故裁判の迅速
化により国としても膨大な裁判に関わる労力・
経費を節減するために、「ドライブレコーダー」
全車標準搭載を義務づけることを求めています。
	 ドライブレコーダーも当初から比べ開発が進
み、費用も数万円と低くなってきております。御
社が新車への標準装備・大量生産を前提にデン
ソーなど関連会社が独自開発をするようにして
いただければ更に費用は低減され、「エアーバッ
ク」などと同様、新車には標準搭載し、初期の
購入費用の中に含めていただければと思います。
業界トップの御社が「ドライブレコーダー新車
標準搭載」に踏み切ることは、一般車へのドラ
イブレコーダー普及への大きな流れができ、事
故の低減を加速させることになります。渡辺社
長他代表取締役会のご英断を強く願います。

2. 車内乗員の安全対策だけでなく、歩行者保護
の車の技術開発を重視してください。
	 御社は乗務員の頭部衝撃吸収のための「リア
ウインドウカーテンシールドエアバック」（昨年
9月30日発表）、ミリ波レーダーで衝突直前を感
知し、シートベルト巻きとりや側衝エアバック
などで乗務員を守る「プリクラッシュセーフテ
ィシステム」（本年2月26日発表）、「後部センタ
ーエアバック」（本年3月11日）など、乗務員保護
のためには、世界一と言える諸技術を次々に開
発しています。
	 しかしながら、歩行者保護のための開発が十
分とは言えないのではないかと危惧しておりま
す。2000年7月「歩行者事故防止のための諸対策」

（日本交通政策研究会）では「自動車の側の対策
は、事故の予防はごく僅かで、自動車技術者の
努力は、自動車乗員側の安全確保〜被害低減に
傾注されてきた」と指摘した上で、歩行者保護
に向けた本田技研の取り組みを「これを世界に
先駆けて現実のものとしたのは、我が国の本田
技研である。1998年に『歩行車保護車体構造を
軽自動車に採用し、順次他車種に広める意向』と
聞いている」と紹介しています。
	 識者の中に「乗務員保護はトヨタ、歩行者保
護は本田」との認識が広がっているとしたら残
念なことです。御社研究者の中でも「自動車用

ミリ波レーダにおける歩行者反射特性の解析」
（自動車技術会2008年3月号）など歩行者保護に向
けた先駆的な研究がなされているのは知ってい
ますが、商品開発や会社の姿勢をして示される
ものが「乗務員保護」中心では、「歩行者保護に
力点が置かれていない」と判断されてしまうの
は否めません。
	 御社も技術の総力をあげて、歩行者保護の施
策、たとえば、ミリ波レーダの実用化・衝突時
の歩行者のケガ低減のための衝撃吸収ボディの
研究などに、力点を置き、研究開発・商品開発
と積極的な広報を行うことを求めます。

3. 道側の整備と連動した速度制限・交通コント
ロール、また事故時の正確な調査を可能とする
技術開発について、関係各方面ならびに私ども
とも協議を進めてください。
	 総務省はITS（Intelligent	Transport	Systems、
高度道路交通システム）において、TVの地上デ
ジタル移行に伴い、700MHz帯の周波数のうち
10Hzを交通事故防止などの交通制御に使う方針
を明らかにしています（「総務省におけるITSの取
組み」自動車技術2009年3月号）。車体側の開発
とともに、路面側の整備を進める「路車協調」が
事故低減につながる可能性が示唆されています

（JAMAGAZINE2009年3月号）。
	 たとえば、多くの交通事故がスピード違反で
起きていますが、そもそも、車体の速度制限装
置を路面側からの電波の遠隔操作で各道路の制
限速度以上は出せないように設定するような方
法をとれば、スピード違反による事故は防ぐこ
とができるはずです。現在の自動車技術・電波
技術ならばそれは十分に可能であり、車の無謀
な運転を制御・防止を進める技術開発は、交通
事故で苦しむ人を減らすとともに、あらたな技
術開発市場ともなります。ぜひ、直接、あるい
は自動車工業会を通じ、国との間で交通事故を
防ぐ技術開発を進めるようにご協議ください。
	 今回、私どもは、「自動車図書館」「自動車技
術会」などで、さまざな調査させていただきま
したが、車の盗難予防・事故時の犯人特定のた
めの技術開発が見当たらなかったのが残念でし
た。私どもの中には交通事故で家族を失った中
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で事故をなくしたいという思いで参加している
者もいます。盗難車の無謀運転であれば、そも
そも運転免許のICカード化の時に、車体の個人
認証をはっきりさせる・生体認証技術を取り入
れることで防ぐことができるはずです。
	 また歩行者をひき逃げした事故の場合、交通
事故鑑定では、車体の破片や被害者に残された
車体の塗料片から、車体を特定しようとします
が、加害者が車体を処分した場合その証拠が隠
ぺいされ、辛く苦しい加害者探しを強いられて
いる被害者もいます。たとえば塗料の中にICチ
ップを埋め込み、衝撃により被害者や事故現場
にICチップが残され、車体や所有者が特定でき
るようにすれば、このような辛い加害者探しを
強いられることはなくすことができます。その
ような交通事故被害者を含む私たちだからこそ
わかり願う事故防止・車の技術開発について、ぜ
ひ年に1・2回で結構ですので、私たちと懇談を
お持ちいただき、ご意見をお聞きくださるよう
にお願いいたします。

	 6月23日の株主総会5日前の18日、国土交通省
で記者会見を行いました。同18日夕方に読売新
聞夕刊全国紙に載りました。
	 当日は7人で総会に出席しましたが、遺族の会
の中島朋子理事が指名され発言しました。
	 その時の様子は次のように当日の毎日新聞夕
刊に報じられました。
	『総会では、同会の中島朋子理事（62）が●DR

（ドライブレコーダー）の全車標準搭載●乗員保
護だけでなく、歩行者保護に力点を置いた研究
開発●事故防止の技術開発について事故遺族と
意見交換会を開く―ことなどを要望した。
	 これに対し、同社の滝本正民副社長は「安全
は最重要課題の一つ。すでにタクシーなどで一

定の効果が出ていると聞いているので、前向き
に検討を進めたい」と答えた』
	 総会には1000名が参加し、トヨタ自動車の取
締役と会社の幹部職員、そして多くの一般株主・
マスコミ関係者がこのやり取りを聞きました。
	 翌日にはNHK「おはよう日本」の中の「明日
の日本プロジェクト」の中で総会のことが歩行
者保護技術を中心に放映され、世論へのアピー
ルとなったと思います。これからも国土交通省
や警察省に働きを強めていく方向です。

●株主運動の流れ
	 株主総会に出席して社会的正義を訴えていく
運動の出発は、1970年のチッソ株主総会への水
俣病患者と支援者の参加と訴えです。その場面
は、映画監督、故土本典昭さんの「水俣病−そ
の20年−」に収録されていました。私は予備校
医学部受験生クラスでの生物学の水俣病に関す
る特別授業の中で、この映画を毎年見せてきま
した。2001年、JR西船橋駅のバリアフリー化の
運動がなかなか進展をしなかった時、JR東日本
株主総会に出席し直訴しようと思い立ちました。
バリアフリー化は直訴で実現し、その後もJR株
主総会に出席し発言を重ねてきた経験が今回役
立ちました。社会的な運動の経験は形や内容は
変えても受け継がれていくものと感じています。

●これから
	 株主総会に出席・発言するという方法は有効
です。ただトヨタ株主総会については流れを作
ったので、他の自動車会社や、また公共交通充
実という観点で鉄道会社の株主総会に出席・発
言するということも更に世論に訴える力になり
ます。皆様もご検討ください。

（千葉県船橋市在住）
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《メーリングリスト管理人杉田正明のコメント》
	 問い直す会会員有志が参加するbeyond_carというメ
ーリングリストがあります。8月20日現在、61人が参
加しています。ここで5月の終わりから「道は誰のも
の」をテーマに意見交換がなされました。そのやりと
りを生のまま紹介いたします。
	 ただし一点手を入れました。発言者は冒頭で自分の
名前を名乗ることが多いのですが、時には最後に署名
する方もおられます。以下では、最初に名乗っていな
い方について、私杉田が「＊＊です。」と冒頭に書き
加え、最後の署名を削除しました。
　なお、以下において文頭の＞印は、引用であること
を示します。	 （コメント終わり）

Fri, 29 May 2009
東京の佐藤です。
	 一部の方にはすでに送られているものと思わ
れますが、知り合いから以下の情報をいただき
ましたのでご紹介しておきます。非常に興味深
い意見が交わされています。
	『読売新聞』のWeb投稿欄（匿名）に次のような
投稿がありました。
――――――――――
道路で遊ぶのは普通？
	 	　小学校の近くに住んでいます。普段はあま

り車通りのない、車が普通にすれ違える程度
の車幅の道路が近所にあり、私は毎日利用す
るのですが、疑問に思っていることがありま
す。

	 	　その道路は主に夕方通るのですが、毎日、親
と子供が一緒になって道路いっぱいに広がっ
てボールで遊んでいます。はじめは1家族だけ
だったのですが、数件が一緒にたまっている
感じです。

	 	　遊んでいる場所が、緩いカーブを曲がって
すぐのところで、知らない人が通ったら、と
ても危ないと思います。たまには車がくるの

を事前に察知して隅によけてくれますが、大
抵、車が近づいて減速し、止まるかどうかと
いうところまで近づいてから、こちらを睨み
ながら避けます。何度か車にボールをぶつけ
られてしまいましたが、謝罪はありませんで
した。

	 	　子供だけなら道路では遊ばないでねと一言
言えるのですが、大抵は、お父さん方と子供
達が道路で遊び、お母さん方が道ばたで談笑
といった感じです。車が通るまで、全員がこ
ちらを見ています。3歳くらいの子供が三輪車
に乗っているのに誰も見ておらず、車の前に
飛び出されてびっくりしたこともあります.

	 	　こちらも小学生の子供を乗せて車で通るの
で、通るたびに、道路で遊んでいいの？と聞
かれます。うちでは道路で遊ぶことを禁止し
ているので、遊ばないでねとは言っています。

	 	　歩いて2分のところに小学校があり、放課後
はグランドは解放されています。どうしてそ
こで遊ばないのか疑問です。

	 	　そもそも、道路で子供を遊ばせることにつ
いて、親は何とも思わないのでしょうか？親
がついているから大丈夫と思っているのでし
ょうか？それとも、自分の家の前の道路は自
分の庭とでも思っているのでしょうか？

――――――――――

Sat, 30 May 2009
佐藤様
冨田悦哉です。
	 ご紹介の『読売新聞』Web投稿欄の「道路で
遊ぶのは普通？」を拝見しました。
	 レス数71本で読者の関心も高いようです。
	 道路上で遊ぶ親子と通行する自動車ドライバ
ーとの軋轢ですが、「めくじらたてず道路はみん
なで使おうよ」「いさかわないのが大人の態度」

「道は誰のもの」を巡る
メーリングリストbeyond_car上の意見交換

	 	 佐藤清志、冨田悦哉、井坂洋志、梅沢博
	 	 二宮英治、清水真哉、中林浩、足立礼子

投稿
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という意見も多くある一方、「道路は通行のため
のもの」「通行の障害となる行為は法律違反、法
律違反は排除されるべき」という白黒つけたが
る意見もかなりあります。
	 おそらく始めの投稿者（ドライバー）は自分の
方が「普通」と考え、投稿欄で同情を得ようと
したが、実際は両論が拮抗するような結果とな
ったのでしょう。
	 両論とも自分が普通と考え、相手を非常識と
非難する傾向は強く、「世の中には異常思考の人
間がこんなにいるのか」と互いに呆れ返ってい
るようです。
	 意見の違うものが歩み寄るのは難しいもので
すね。問い直す会の運動もクルマ社会に「異を
となえる」ものだけに、あらためて考えさせら
れました。

Sun, 31 May 2009
井坂＠川崎市です。佐藤さん、冨田さん、お返
事ありがとうございます。また、こちらからは
なかなかお返事できずすみません。
>ご紹介の『読売新聞』Web投稿欄の「道路で遊
>ぶのは普通？」
>http://komachi.yomiuri.co.jp/t/2009/0526/	
241790.htm?g=01&from=yoltop
	 これは私も見て、まさに「ドライバー」目線
を感じました。
	 もっとも、これは初めてではなく、普段から
クルマを運転する人によくある論調でもありま
す。たとえば、「子供を助手席に座らせて見せる
教育を義務づけた方がいい、そうすれば飛び出
しが危険か、道の真ん中を歩くのが邪魔かが解
るだろう」と言う人がけっこういます。
	 #ちなみに、こう言う人は大抵、「自転車は歩
道を走れ」と言う。
	 運転台の閉じた空間から外を見ていると、他
人が障害物にしか見えなくなるのでしょう。（も
っとも、この点はオートバイや自転車に乗る人
にも通じるところがあると思うので、「閉じた」
空間だけが原因ではないだろうと思いますが。）
	 もっとも、これは日本特有の問題ではないよ
うです。欧州では、歩行者＞自転車・公共車両
＞貨物車両＞「マイカー」のように優先順位を

再確認して、それを周知徹底するところから始
めたという話も聞かれます。
	 道路上で歩行者を邪魔だと思ったときに、そ
うした優先順位教育が出来ていれば、いや自分
は非優先だ、歩行者や子供は優先せねば、と思
うかもしれませんが、その教育が出来ていない
日本では、道ゆく人をただの邪魔物だと思い、態
度が大きく変わる（クラクションを鳴らす、罵声
を浴びせるなどの態度になる）のでしょう。
	 子供は飛び出すから気をつけようと思うのか、
または子供を道路で遊ばせる親が悪い、飛び出
してくる子供は自殺行為だ、（＝だからオレは悪
くない）と考えるかの違いも、こうした小さな積
み重ねの有無に表れてくるように思います。
	 日本では歩行者や子供に、青信号で右見て左
見てもう一度右見て手を挙げて渡れと教え込む
ことは盛んですが、免許を取った大人に対する
再教育はされない（あってもシートベルトなど自
己防衛の話ばかり）ので、ある意味当然の結果の
ように思います。
	 もっとも、「普通」や「常識」は普遍的なもの
ではなく、習慣や教育によりいくらでも移ろう
ものです。杉田さんが「世直し」と言われてい
るように、今の閉塞的な雰囲気を変えてゆくこ
とが、問い直す会として活動することの意義な
のだろうと思います。

Sun, 31 May 2009
佐藤様、井坂様、みなさま
冨田悦哉です。
	「みちは誰のもの？」と聞かれれば「みんなの
もの」ですね。
	 でも限られたスペースなので、みんなが共存
するためには知恵が必要なのでしょう。
	 互いに思いやりをもって譲り合って使えれば

「上」。しかしこれは桃源郷の風景？
	 互いの間に線を引き、「歩行者は路側帯に居ろ、
車道はクルマのもの」となれば一見ケンカは無
くなるようですが、これは祖先の遺産を小分け
にして食いつぶす「田分け」の所業。
	 道路に必要な知恵は、井坂さんもおっしゃっ
ている　歩行者＞自転車・公共車両＞貨物車両
＞「マイカー」でしょう。
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	 強者が弱者を尊重することで真に強い者たろ
うとする。強者が力のままに弱者を蹴散らすこ
とを恥とする。強者が自分のプライドを賭けて
弱者を保護する。そういう思想・文化がほしい
と思います。みんな色々＝格差社会では程遠い
ですか。「世直し」はいかに？

Mon, 1 Jun 2009
梅沢博です。
	 みなさま、「みちは誰のもの？」の議論に参加
します。
	 我が家の前の道路、というか、我が家がある
住宅地内の道路は、車線のない市道なのですが、
子どもらが遊び放題です。うちの子どもらも混
じっています。
	 直線路で見通しがよく、子どもらの姿は遠く
からでも見え、クルマのほうが徐行したり、迂
回して走行します。通行車両は、平日の昼間な
ら数分に1台というところでしょうか。
	 法的には、道路で遊んでは（遊ばせては）いけ
ないことも、危険性が伴うことも、承知してい
ます。ですが、家の前に比較的交通量の少ない
スペースがあるのに、「いつ通るかわからない」
クルマのために「常に」空けておかなければい
けない、という規則に納得ができないのです。
	 もちろん、だからといって、無条件で遊ばせ
ているわけではありません。
	「クルマや自転車がきたら、止まってやりすご
すか、道の端に避ける」
	「曲がり角の飛び出しは厳禁」
	「自転車では曲がり角でスピードを落とす」
	「道の真ん中に自転車を停めない、物を置かな
い」
などは、口を酸っぱくして言い聞かせています。
	 ときどき様子を見に行って、守ってなければ
お目玉です。近所の子どもであっても、目に余
る行為をしていれば、声を掛けています。
	 ぼくの考えや行為は、やはり身勝手なもので
しょうか？ご意見お聞かせください。

Mon, 1 Jun 2009
二宮英治です。
	 なかなか大きなテーマなので私も発言させて

もらいます。
　「みちは誰のもの？」と聞かれたら私は「人間
のもの」と応えます。至極当たり前のことだと
思います。
　しかし「道は自動車のもの」という意見のほ
うが多いのが現状です。
　それはつまり「道は人間のものではない」と
言っているに等しいことです。
　道路の構造、道路交通法、そして学校などで
教えられる交通マナー…これらはすべて「人間
中心」ではなく「自動車中心」に造られていま
す。

　梅沢さまのお考えは身勝手ではないと思いま
す。むしろ自動車の都合で歩行者の自由を制限
するほうが、よほど身勝手です。しかも従わな
いと交通事故という死の制裁が…

Mon, 01 Jun 2009
清水真哉です。
梅沢博様
>法的には、道路で遊んでは（遊ばせては）いけ
>ない
	 これは道交法のどの条項によるものでしょう
か。
	 ドイツには子供が道路で遊んでよいという道
路標識があるのですが、このような標識が存在
することの意義がよく分かってきました。

Tue,  2 Jun 2009
井坂＠川崎市です。
>我が家の前の道路、というか、我が家がある住
>宅地内の道路は、車線のない市道なのですが、
>子どもらが遊び放題です。うちの子どもらも混
>じっています。
	 みんなで遊んでいるのであれば、とても良い
環境だと思います。私も地元ではなかなか見る
ことのできない、恵まれた環境だなと。

>法的には、道路で遊んでは（遊ばせては）いけな
>いことも、
	 清水さんも指摘されていましたが、そのよう
な法規定は無かったと思います（政令や条例まで
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は分かりませんが）。その点では安心して遊ばせ
てあげたらいいのでは、と思います。
	 とはいえ、警察がそのような「指導」をして
いる事はあるかもしれません。
	 今の警察はとても「クルマに優しい」ので、ク
ルマの邪魔になるものを排除するためには超法
規的措置を盛んに発動する傾向があるようです。
彼らの言う事が必ずしも法的に正しいとは限ら
ないようなので、お気をつけください。
	 #たとえば「自転車は歩道」などという違法看
板を認める、あまつさえ警察署名で立てたり、警
察官が「自転車は歩道」と言うこともあるとか。
	 もし何か言われたら、具体的に何法の何条に
違反しているのかと問うてみてください。大抵
の場合、まともな答えは返ってこない（つまり根
拠のない言いがかりに過ぎない）と思います。
	 #具体的な答えが返ってきたらぜひ教えてくだ
さい。こちらでも調べます。
	 とはいえ、危険には違いないので「安心して」
とは言いませんが、むしろ堂々と遊ばせてあげ
る（ための環境を整えるために努力する）方がい
いのかな、と思います（ただし日本の怠慢な警察
は私たちを守ってくれないので、そのぶん大人
の私たちがしっかり理論武装して、身体を張っ
て守ってあげる必要はありそうですが）。

>もちろん、だからといって、無条件で遊ばせて
>いるわけではありません。
>「クルマや自転車がきたら、止まってやりすご
>すか、道の端に避ける」
>「曲がり角の飛び出しは厳禁」
>「自転車では曲がり角でスピードを落とす」
>「道の真ん中に自転車を停めない、物を置かな
>い」
>などは、口を酸っぱくして言い聞かせています。
>ときどき様子を見に行って、守ってなければお
>目玉です。
>近所の子どもであっても、目に余る行為をして
>いれば、声を掛けています。
	「こども環境学会」で講演された今井さんの話
がまさにこれでしたね。子供にはダメ、ダメと
言うのではなく、肯定で接したい、ということ
でした。私も同感しています。ときに叱る必要

もあるのでしょうが、基本的には大人が解決す
べき問題を子供に押し付けたくないと思ってい
ます。
	 特に、クルマの問題は大人の責任だと思って
います。私たちは、子供たちが安心して歩ける

（遊んだって構わない）ような道にしなければな
らないと思いますし、そうすることで心身とも
にのびのびと健康に育ってくれるのかな、と。
	 そもそも、誰かにああしろこうしろ（あれはす
るなこれはするな）と言われながら生活するのは
自分だって窮屈です。それでは自分で考え解決
するための力が育たないだろうなと思います。
	 偉そうなことを言いながら自分が具体的に何
かできている訳ではないのですが^^;;、できるだ
け子供たちの意思を尊重できるような環境がで
きたら良いなと思いますし、そのために何かで
きればいいなと思います。
	 もっとも、道端で子供たちが遊ぶのは本来の
姿だったはずです。しかし残念なことに、今は
実際にはクルマが跋扈しており、子供を遊ばせ
るどころか歩かせるのもままならない。しかも
それに国家権力も荷担している実情がある。と
ても残念な事態です。
	 清水さんも指摘されているように、今後は欧
州のように生活者街路という位置づけを改めて
確立してゆく必要があるのかもしれません（添付
画像はオーストリアの標識ですが、ドイツなど
も似ています）。

	 日本では、たとえば世田谷区など一部で、住
民以外の車両進入禁止という標識を立てている
ところがありますが、その路地で子供が遊んで
いる様子は見たことがないですし、どれだけ守
られているのかも不明です。
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	 欧州では1990年代から議論が始まって十数年
かけて定着してきたと言います。日本で同じ時
間をかけたら2030年頃までかかってしまうこと
になりますが、よくも悪くも日本は民主主義的
でない（他人任せの）国なので、雰囲気が変われ
ばいっきに対策が進む可能性もあるのかな、と
いう気がしています。

Tue, 2 Jun 2009
冨田様、二宮様、清水様、梅沢様、井坂様、ほ
かみなさま
東京の佐藤です。
	「みちは誰のもの？」で活発な意見交換が展開
し始めており、嬉しい限りです。このあとも引
き続き続けていきたいテーマです。というより
は、この会にとっては根本的なテーマですね。
	「みちは誰のもの」…「歩道は誰のもの」なの
でしょうか？
	 駐車場やコンビニなどの進入時に歩道をまた
ぐ時、歩行者に申し訳なく通過するクルマがど
れだけあるでしょうか？
	「みちで子どもを遊ばすな」「危険だ」などと
言いながら、結局は「クルマの邪魔」という事
なのですよね。
	「どこの部分は誰のもの」などではなく、みち
は「みんなのもの」・「人のもの」なのですから、
お互いが共有している事を理解しあいながら生
活しなければいけないはずです。ケチラシあっ
たり、よけあったりすることではないはずです。
あくまでも共有しあう気持ちを持ちたいもので
す。
	 しかし、生活道路内では少なくとも「クルマ」
のほうが邪魔者であることは確認したいところ
です。

Tue, 02 Jun 2009
梅沢様、みなさま
冨田悦哉です。
	 住宅街の道で子どもらが遊び放題とは、うら
やましいです。そのような環境をぜひ守ってい
ってください。
	 さて、道路交通法ですが、
第五章　道路の使用等

　第一節　道路における禁止行為等	
（禁止行為）	
第七十六条の4
　何人も、次の各号に掲げる行為は、してはな
らない。	

一	　道路において、酒に酔つて交通の妨害と
なるような程度にふらつくこと。	

二	　道路において、交通の妨害となるような
方法で寝そべり、すわり、しやがみ、又は
立ちどまつていること。	

三	　交通のひんぱんな道路において、球戯を
し、ローラー・スケートをし、又はこれら
に類する行為をすること。	

四	　石、ガラスびん、金属片その他道路上の
人若しくは車両等を損傷するおそれのある
物件を投げ、又は発射すること。	

（中略）
七	　前各号に掲げるもののほか、道路又は交

通の状況により、公安委員会が、道路にお
ける交通の危険を生じさせ、又は著しく交
通の妨害となるおそれがあると認めて定め
た行為

	 一見、自動車の側が自分勝手に解釈すれば、
「じゃまなやつは違反」となりそうですが。
	「二」は退去できない退去する気がないという
場合でしょうね。
	「三」は交通の“ひんぱん”な道路においてであ
ります。“ひんぱん”とはひっきりなしに人車が
往来するような場合でありましょう。
	「一」〜「四」とも無謀な行為でありしかも他
人の通行を侵害して憚らないものを違法として
いると思います。
	 やっかいなのは「七」ですが。
	 道路交通法は互いが安全に道路を共用し通行
するのが理念ですから、「ような程度」とか「ひ
んぱんな」とか線引きは微妙です。つまりある
者を道路から完全排除してしまうことは避けて
いるのです。この微妙な部分については互いの
配慮、譲り合いで対処という考えなのではない
でしょうか。「道とは袖摺りあう場所」という前
提で法律が作られている、そういう意味では特
殊な法律です。
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	 法律を振りかざして白黒つけることで社会性
が育つものでもないでしょう。むしろ道路で遊
び、他者に道を譲る経験のなかで得ることは大
きいでしょう。
	 クルマが通行するところには何も無いスッキ
リとした街、子どもが道路で遊んでいる街、ど
んな街がどのように真に望ましいのか、深くイ
メージできたらと思います。

Tue, 2 Jun 2009
皆さま
梅沢です。多くのコメントありがとうございま
す。とても参考になりました。

（清水さん、井坂さん）
＞＞法的には、道路で遊んでは（遊ばせては）い
＞＞けないことも、
＞清水さんも指摘されていましたが、そのよう
＞な法規定は無かったと思います
	 以前ネットで調べたときに、どこかの警察の
サイトでそのような表現を見かけたことがある
のですが、条文にあたってませんでした。思い
こみをしてまして、失礼しました。

（井坂さん）
＞もし何か言われたら、具体的に何法の何条に
＞違反しているのかと問う	てみてください。
＞大抵の場合、まともな答えは返ってこない（つ
＞まり根拠の	ない言いがかりに過ぎない）と思
＞います。
	 法的な根拠が明確でないのであれば、おっし
ゃるように対応できますね。心強いアドバイス、
ありがとうございます。

（冨田さん）
＞道路交通法は互いが安全に道路を共用し通行
＞するのが理念ですから、「ような程度」とか
＞「ひんぱんな」とか線引きは微妙です。つま
＞りある者を道路から完全排除してしまうこと
＞は避けているのです。この微妙な部分につい
＞ては互いの配慮、譲り合いで対処という考え
＞なのではないでしょうか。「道とは袖摺りあう
＞場所」という前提で法律が作られている、そ
＞ういう意味では特殊な法律です。

	 譲り合いで対処することを含んでいる…なる
ほどユニークな法律です。逆にいうと、「譲り合
い」の部分で解釈に差が生じ、軋轢が生まれる
んですね。
	 クルマが譲るのか、人が譲るのか。幹線道路
であれば、人がクルマに譲る面があってもやむ
を得ないでしょう。
	 ならば生活道路では、クルマが人に譲るのが
筋というもの。対等な関係ならば。
しかし、「クルマ」と「人」が対等な関係である
と思ってない大人がかなりいることでしょう。そ
こがやっかいだなと、いつも思います。

（井坂さん）
＞特に、クルマの問題は大人の責任だと思って
＞います。
＞私たちは、子供たちが安心して歩ける（遊んだ
＞って構わない）ような	道にしなければならな
＞いと思いますし、そうすることで心身ともに
＞のびのびと健康に育ってくれるのかな、と。
	 まったく同感です。
	「子どもは公園や学校の校庭などの広場で遊ば
せるべき」との意見をよく聞きます。ですが、家
を出てから公園なりに行くまでの安全確保につ
いては、考慮されてません。「親が同伴すればい
い」「同伴できないなら、そもそも遊ばせるな」
などと、手前勝手な発言が繰り返されるばかり
です。

（二宮さん）
＞しかも従わないと交通事故という死の制裁が…
	 子どもらにあれこれ注意するのは、クルマに
対する配慮もありますが、それ以上に、我が身
を守るための術を身につける必要があるからで
す。就学前の子どもであっても、飛び出せば生
死に関わる事故につながることを覚えないこと
には、いまの世の中を生き抜くことができませ
ん。
	「死にたくなかったら、クルマに注意しろ」と
子どもに言わざるを得ないなんて、なんていや
な世の中なのでしょうか。

（冨田さん）
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＞法律を振りかざして白黒つけることで社会性
＞が育つものでもないでしょう。
＞むしろ道路で遊び、他者に道を譲る経験のな
＞かで得ることは大きいでしょう。
	 ぼくもそう思います。公共の空間を利用する
以上、他者に対する配慮をしなければなりませ
ん。それを身につけるための機会にもなる、機
会としたい、と考えています。

	 皆さんどうもありがとうございました。

Wed, 3 Jun 2009
みなさま
中林浩です。
	 わたしの家の前は、京都市内のほぼたて詰ま
った市街地の幅4mほどの道ですが、クルマが5
分に一度ぐらい通るようなところです。したが
って、十分キャッチボールができます。
　道は自動車が通るだけよりキャッチボールを
する方が、豊かな利用ができているわけですが、
クルマに乗っている人がキャッチボールに文句
をいったら、いいかえすつもりで身構えながら
キャッチボールしています。ところが、こうい
う条件のところではクルマの方がすみませんと
頭を下げて通るような雰囲気があります。これ
はすこし意外でしたし、うれしいことです。
　歩道があるような道では、キャッチボールは
できませんね。幅員にもよりますが、歩道があ
るというのは自動車に道をゆずり渡していると
いう意味が強くなるようです。
　50年ほど前なら，道の真ん中でままごとをし
たり、たき火をしたりできたのですが、それは
夢のまた夢です。

Tue, 4 Aug 2009
足立礼子です。
	 だいぶ前に、道はだれのもの？への意見をと、
杉田さんに言われていましたが、遅れてしまい、
すみません。
	「こどもが道草できるまちづくり」本の紹介で
書いたことと一部ダブりますが、ご容赦くださ
い。

	 わが子たちが小さい頃、家の近くは車の通り
が少ないので、よく近所の子どもたちが集まっ
て遊び、その周りで親もおしゃべりしました。あ
るとき、車が近寄ってきたので慌ててよけた拍
子に、一人の子どもの手からプラスチックのお
もちゃが落ちたことがあります。その車のドラ
イバーはおもちゃをバリバリとふみ潰して通り
過ぎ、一顧だにしませんでした。まるで「おま
えらが悪い」と言わんばかりに。そのときの凍
りついたような空気を、自分の身体が踏み潰さ
れたような心の痛みを、今も忘れることができ
ません。乾いたクルマ社会の現実を見るようで
した。

	 Web投稿とWeb上での反応を読んで、わずか
半世紀の間に大人の意識も貧しく変わってしま
ったなアと、暗澹たる思いにとらわれました。

「子どもが道で遊んでもよいのでは？」、という
意見もありましたが、それは積極的に意義を主
張するものではなくて、車の妨げにならなけれ
ば、という消極的な意見です。道の主役はあく
までも車であり、車に迷惑にならないように配
慮し、かつ自衛するということが、すっかり市
民の「良識・見識」として定着している、ある
意味で洗脳されてしまったと思います。このこ
とと、道の歩行環境が劣悪でもそれをやむを得
ないと受け入れてしまう感覚、毎日各地で歩行
者の被害が報じられても「仕方ない」と受け入
れてしまう現実とは、表裏一体のように思えま
す。

	 新刊『こどもが道草できるまちづくり』は、子
どもが道で遊ぶこと、遊びながら歩くことが子
どもの心身の成長に欠かせないものであると「肯
定」し、そんな道のあるまちにしていこうとい
う内容です。

	 今井博之さんが紹介しているスイスの「チュ
ーリッヒ・スタディ」研究では、子どもが街路
で遊べる居住区（ボンエルフ）で生まれ育った子
どもと、街路で遊べない居住区で生まれ育った
子どもの5歳時点での違いを比べると、前者のほ
うが外遊びの時間が圧倒的に長く、遊びの種類
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も多いこと、さらに、前者のほうが運動発達、社
会性行動、自立性も優れているという結果が示
されています。それだけでなく、大人同士が知
り合いになり、一緒に出かけたり会話をしたり
する割合も、前者が後者の2倍くらい多いという
結果にも驚かされます。人のための道は、大人
も育てる！

	 また、水月昭道さんは、車の危険が少なく人
家の多い通学路と車の多い直線的な通学路での
子どもの様子を実態調査し、前者では子どもた
ちがいかに創造的にいきいきと過ごしているか、
友だちだけでなく道の周辺の人々や暮らしとい
かにかかわりを紡いでいるかを伝えています。

	 子どもは公園や学校で遊べばいいじゃないか、
という人は多いけれど、「遠くの囲い」の中では
なく、やはり人々の暮らしと地続きになった「通
り道」の存在は大きい。そこが子どもにとって
も大人にとってもコミュニティの始まりであり、
人が社会的動物として成長するうえでかけがえ
のない空間だということを、あらためて思いま
す。

	 そんな考えは過去のもの、というのが現代人
の大半の意見でしょうか。ただ、先のWeb投稿
への反応が多かったのは、それだけ道で遊ぶこ
とや道の使われ方について、人々の関心が高い
ことを示しているようにも思います。案外多く
の人が（特に子育て中の親は）、クルマ優先の道
の現状に漠然とした疑問や不満を多少なりとも
感じているのではないか、それを意識の底にや
むなく眠らせているのではないか、という気も
します。「道はだれのもの？」という議論が全国
的にもっと沸き起こって、道は車優先で当たり
前という認識に風穴が開くとよいと、期待を込
めて思います。

Tue, 11 Aug 2009
足立様、みなさま
冨田悦哉です。
	 この話の取っ掛かりとなった読売新聞
YOMIURI	ONLINEの掲示板「大手小町」の「道

路で遊ぶのは普通？」http://komachi.yomiuri.
co.jp/t/2009/0526/241790.htm?o=0&p=0の一連
のやりとりは、（1）元の投稿者と近所住人のトラ
ブルと（2）道路で遊ぶことの是非の議論が混ざっ
ています。
	 私が危惧を覚えるのは、（1）の解決を図ろうと
するに（2）で道路で遊ぶそのことまで問題にされ
ていることです。
	 元の投稿者と近所住人の意思疎通の問題、ク
ルマという殻が障壁になっている問題、近所住
人の性格の問題など、他に解消すべき事項があ
るかもしれないのに。
	 掲示板「大手小町」での双方の主張はほぼ“想
定内”と思います。しかしその歩み寄りのなさに
は暗澹とさせられました。
	 こんな形の議論で折り合いがつかない場合、現
状で行政の裁定を迫れば、道路遊びへの制約が
増す一方ではないでしょうか。

	（2）についての問い直す会的な主張は『子ども
が道草できるまちづくり』にもまとめられてい
ます。それはそれでいいのですが、実際に道路
遊びを非難する人と対峙するはめになったら、ど
こから話したらよいだろうと惑います。これは
正義がどちらにあるということとは少し違う話
ではあります。
	 古来の道は人々が日々踏み固めることででき
あがってきたわけで、もちろんその上ではケン
カもあったことでしょうが、ある日突然結論が
出てしまうものでもなく、その地面には長い年
月が積み重なっているのでしょう。
	 そう思えば、私は道路で遊ぶような日常生活
を大切に積みたいです。遊ぶ姿が近所の風景と
化すように、子どもと遊び、子どもを見守りま
す。
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　世間とマスコミは“法の番人”のような名前の
“清純派”タレントの覚醒剤依存をさかんに責め
立てる。これに対して、単にストレス解消だけ
が目的で千円乗り放題の高速道路をクルマで走
行する高速道路の低速化の“貢献者”に対する糾
弾の声は全く聞かれない。
　薬物については医師などが行う医療行為以外
はたとえほんのわずかでも私的な使用や服用は
違法である。同じ常習性があると言っても飲酒
や喫煙で短期間で体も心も壊される人は少ない
のに対し、覚醒剤などの薬物は短期間で体も心
も壊されるからのようだ。
　だが、まだまだ怖い依存症がある。それも“国
家公認”どころか“国家推奨”の依存症だから恐ろ
しいこと限りない。
　それはクルマの使用のことであるが、過去数
十年間、クルマは生産段階から国家の基幹産業
として手厚く公的機関から支援され、道路など
クルマの円滑な走行のためのインフラ整備のた
めに巨費が投じられてきたほどだから、クルマ
使用の大衆化はまさに国策のようなものであっ
たといえる。
　むろん、高速道路の千円での乗り放題や民主
党が約束している高速道路の無料化政策もその
一環であるが、昨日の静岡での地震の復旧事業
の中で最優先とされているのも東名高速道路の

路肩崩落の復旧であることがそれを雄弁に物語
っている。
　最近の各地での豪雨や竜巻等による被害は単
にエルニーニョ現象ばかりが要因とは言えず、か
なり地球温暖化による気候激変に因るところが
大きく、クルマが地球温暖化の主役（クルマの走
行を支えるクルマ社会全体を含む）であるにもか
かわらず、日本人の多くはあいも変わらずクル
マを手放せないでおり、わずかの距離でもクル
マを走らせる。
　もはや生活には欠かせなくなっているからだ
と言われているが、単に日常生活でのストレス
発散のために「高速千円乗り放題」をどんどん
活用しようとしたがる人物も少なくない。これ
では法子さんの違「法」な覚醒剤使用と大差が
ないではないか。
　否、覚醒剤使用は非使用の他人に直接的に害
悪を及ぼすことはないのに対し、クルマの使用
は二酸化炭素や大気汚染、騒音等をばら撒き、他
人に対する死亡事故さえ数多くもたらすから、こ
の意味では覚醒剤使用よりも害悪が大きい。
　そのような人物が多いからこそ“高速”道路は
すぐに“渋滞”道路になってしまい、“車用族”の
ストレスを更に高めるばかりでなく更に二酸化
炭素の排出量を高めるのである。

（山形県山形市在住）

	 　有名タレントの薬物依存と国家推奨の依存症	 小林和彦投稿

　お盆休みに実家に行った。
　クルマで1時間弱の道のり。9時半ころ家を出
て、10時過ぎに実家着。両親と一緒に、お墓参
りをして、昼食を食べに行き、ボウリング場で
遊び、子どもらに誕生日のプレゼントを買って
もらい、叔父の家に行って仏壇に線香を上げ、実
家に戻って晩ご飯をごちそうになり、8時過ぎに
出て9時に帰宅。この間、移動はすべてクルマ。
　実家へは、電車で行くこともできる。最寄り

駅から2回乗り換えて、歩きや待ち時間など含め
て1時間40分ほどの道程。料金は夫婦と子ども2
人（中学生と小学生）で、片道3500円くらい。
　ただこの場合、実家に着いたあとの移動が困
難となる。実家には普通乗用車が1台。両親と我
が家の全員では乗りきれない。今回移動した範
囲だと、自転車ではとても回れない。父か母が
留守番することになっただろう。
　クルマを所有する前は、父がわざわざ我が家

	 　クルマで帰省する理由	 梅沢　博投稿
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まで送り迎えしてくれた。細君はたいてい留守
番だった。
　父は運転は苦にならないと常々言っている。ま
た往復の車中での2時間弱、あれこれと話をする
のだから、それはそれで親子の触れ合いの時間
かもしれない。とはいえ、そんな父ももう70歳。
送迎させるのも親孝行、なんて言っていられる
年齢ではない。

　電車なりの公共交通機関を使うか、クルマを
使うかとなったら、実際問題としてクルマを選
ぶ。そのほうが移動時間が短く、直接の出費が
少なく、現地での移動も容易なのだから。
　細君の実家は宮城県。家族全員が新幹線を利
用して帰省すると、片道でざっと4万円強の出費。
少しでも安くあげようと、ぼくだけ高速バスを
使ったこともある。だが、昨年からはクルマで
行っている。1台に4人が乗って、高速道路代・
ガソリン代をひっくるめて、片道1万円弱で納ま
る。正直いって、この差は大きい。
　そして、ぼくの実家と同じく、向こうの親戚
回りをしたり、遊びにゆくには、クルマは不可
欠。バスやタクシーで行くと伝えると、先方か
らクルマで迎えに来てくれるような土地柄。善
意に甘えてばかりでは肩身が狭い。
　ご近所さんには、九州にご両親が住んでいる
お宅が何軒かある。多くは丸まる1日かけてでも、

クルマで帰省している。そんな気持ちも今では
わかる。この夏、飛行機を使って家族揃って帰
省したお宅では、運賃が10万円かかったと嘆い
ていた。飛行機も新幹線も、そもそも料金が高
すぎるのだ。

　夏休み期間中に、都内の美術館でおもしろそ
うな企画展があり、その近くの映画館で子ども
が好きな映画を上映していた。連れて行ってや
ろうかと考えてみたが、思いのほか費用がかか
ることがわかり、けっきょくやめた。家族4人で
出かけたら、美術館入館料と映画料金と食事代
で約1万円、加えて電車賃が1万円以上かかるか
らだ。
　子どもらには貴重な体験になるはずだと、だ
いぶ悩んだのだけど、先立つものが心許ないの
が現実だった。ああクソッ、もっと収入があれ
ば……と思ってもどうにもならない。

　クルマのほうが直接の支出が少ない、という
のは、自動車保険や各種税金などの維持費と、社
会的費用を無視した考えだとわかっている。
　わかってはいるが、現に目の前に自家用車が
あり、使っても使わなくても維持費がかかるの
であれば、それ以外の出費を抑えるためにも使
いたい、というのがホンネだ。

（茨城県つくばみらい市在住）

	 　「臓器移植法A案」成立に思う事	 佐藤清志投稿

	 前号でもご紹介しましたように、衆議院解散
前の両院国会において「脳死・臓器移植法」が
最も推進派の意見であるA案で、予想に反してあ
まりにもあっけなく通ってしまった。国民に対
しても何の詳しい説明もされず、しかも解散総
選挙がちらつくゴタゴタ国会の中での可決成立
は、推進反対の意思を示していた私たちにとっ
て、強い憤りを覚えずにいられませんでした。
	 解散により、その他の衆院通過中の他の法案
は、すべて廃案となった事を考えると、少しで
も早い移植を待つ患者がいるからとはいえ、「審

議は尽くされたのか」「採決を早まってしまって
いるのではないか」などの思いが込み上げてな
りません。
	 可決成立してしまったからには、一年後に迎
える施行時点において、小児における脳死判定
や提供の有無にかかわることのない脳死状態の
患者とその家族のケア（長期脳死といわれるお子
様を看病している家族が「無駄な看病をしてい
る」「なぜ、臓器を提供して助けてやらないのか」
などと世間から苦しめられる恐れがあります）な
ど、少しでも悲劇を生まないものにしてかなけ
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ればならないといった次の目標が、今のわたし
たちには課せられました。
	 何と言っても人の命に直結する問題なので、

「とりあえず」「一応」などといった安易な対応

では済まされないのです。
	 8月16日（日）の朝日新聞には以下のような一般
読者の声が寄せられていましたのでご紹介させ
ていただきます。	 （東京都品川区在住）

保険証の裏が臓器提供欄とは

　協会けんぽ（以前の政府管掌健保）の保険証が変わるということで、新しいカード式保
険証が届いた。保険証の裏の臓器提供の意思表示欄を見て驚き、不快になった。
　強制ではなく保護シートも張れると説明されている。しかし、扶養家族も個別にカー
ドを持つので、幼児虐待やドメスティック・バイオレンス（DV）などで、悪意の第三者
に記入される恐れはないのだろうか。いちいち筆跡鑑定などしないだろうから、後で間
違いだったでは済むまい。
　気持ちが変わった場合はカードを再発行すると書いてあったが、重病人や心身の弱っ
た人たちはできるだろうか。不信感でいっぱいである。
　自由意志で提供の意思を記入して携えるカードと、医療受診で必ず提示しなければな
らない保険証に記入させられることとは、別だろう。迅速な臓器提供のためというのだ
ろうか。
　これほど重大な事を三つの選択肢から選び丸を付けるだけということも含め、保険証
の裏についでのように印刷するとは何と軽い扱いなのかと、背筋が寒くなる。

（新潟市　主婦　48歳）

	 地球温暖化防止の観点からクルマ減らしを考
えている者です。地球温暖化防止のため、複数
の個人、団体が提携して、MAKE	the	RULE	キ
ャンペーンを立ち上げ広めています。地球温暖
化をくい止めるため、1）日本でのCO2などの温室
効果ガスの中長期的な削減目標（2020年30%削減、
2050年80%削減〔1990年比〕）を定めること、2）温
室効果ガスを確実に減らすためのしくみ（ルール）

（CO2を減らすことが報われる経済的なしくみ〔政
策〕）を作ることを柱にしています。署名では、環
境税の導入なども提言し、クルマ減らしのため
には役に立つものと考えられます。今現在20万
くらい署名が集まっています。皆様も是非ご参
加ください。
	 	MAKE	the	RULEキャンペーンの参加はとて

もカンタンです。
◇パソコンでは、http://www.maketherule.jp/
◇携帯電話では、http://www.maketherule.jp/
m/
	 署名用紙は、キャンペーンサイトからダウン
ロードできます。MAKE	the	RULEキャンペー
ンの事務局は、
	 〒102-0083
	 東京都千代田区麹町2−7−3
	 半蔵門ウッドフィールド2F
	 TEL:03-3263-9210
	 FAX:03-3263-9463
	 E-mail:jimjim@	maketherule.jpです。

（奈良県宇陀市在住）

	 　クルマ減らしに	MAKE	the	RULE	キャンペーンに
	 　ご参加を！	 関目　実

投稿



45クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

	 上のタイトルは、会報56号の中の前世話人さ
んのメッセージからいただきました。

◆会報56号、ありがとうございました
	 前号の56号は、総会の報告あり、その他の講
演会の報告あり、盛りだくさん。読みごたえが
ありました。
	「クルマ社会を考える」、「環境を考える」……
等の主張に沿うさまざまな言葉に接し、心強く
思っています。
	 総会への会員メッセージの中で、ある方は言
っています。「車を運転しないと気楽だ、旅行は
電車が一番、歩くのは楽しい等々、職場で頑張
って語っています。この哲学に若い人がついて
くるのを期待しています。」―同感です。ある
世話人さんは、「会員になってくださっている皆
様に感謝して、その中でも粘り強く活動してい
る方の訴えや報告をかみしめて世話人として私
にできることを見いだしていきたいと思います」
と、私たちを励ます言葉を送ってくださってい
て嬉しく思います。またある地域連絡係の方は、

「日頃からクルマ、ケータイ、ゲーム機などの便
利さに無意識に慣らされると、人間は隣人を思
いやる力を失っていき、社会性を欠落させたま
まの人が増えて社会が衰弱していくのではない
かと心配していたが……」と語り、講演会で講
師を務められた筑波大学の先生の言葉に賛意を
表しています。また事務局の方は、「高速道路、
都市計画道路を問わず、（道路の）新規建設など
もっての外です。この運動は“問い直す会”の実
力からすると手に余るかもしれませんが、道路
に反対する理論だけでも磨いておきたい」と、私
たちを激励しています。まだまだ他にたくさん
ありました。うれしく拝読しました。

◆クルマあり生活に入られた方の一文を読んで
	 つくばみらい市在住のUさんは、おくさんと2
人の子供さんとの4人家族で、今までクルマなし
子育てを頑張ってこられたのに、生活上いろい
ろとやむをえずクルマあり生活に入ったと書い

ておられます。私の場合、結婚して、通勤、買
い物、子育て等に便利にとJRの駅まで片道徒歩
10分の所に居を定め、今に至っています。しか
し私たちが住みついて35年、この町も大きく変
化しています。私たちが住み始めた頃、竜ヶ崎
市の人口は4万人を少し超える程度でしたが、今
は8万人に迫ろうとしています。その間に、JRの
駅からは遠く、さらに遠くにいくつものニュー
タウンができ、町は大クルマ社会になりました。
地元の関東鉄道バス会社は頑張ってくれていま
すが、利用者は少数派です。JR駅近くよりニュ
ータウンの方に大型商店が多く立ち並んでいま
す。Uさんもこういうところにお住まいかと推測
します。リクリエーション、体力づくり、買い
物等、クルマありの方がずっと生活しやすいの
でクルマ利用生活に入られたのでしょう。
	 会報56号で会の代表の方が書いています。「私
たちは住む場所も変えていかねばなりません。鉄
道や路面電車が利用できるところ、バスの利用
できるところに移っていかねばなりません。」も
う遅いとあきらめてしまうのではなく、温暖化
防止に向けて、都市再編に声をあげていきたい
と思います。

◆お盆休みの帰省の報道を聞いて
	 8月8日（土）、お盆休みに入り、ふるさとへ向
かうクルマの渋滞についてテレビは気にかかる
ことを報じていました。高速道路の通行料金が
値下げになり、クルマでの帰省がどっと増えて
いるとのこと。安い料金へ人が流れるのは当然
です。しかし地球温暖化防止には、クルマ利用
は自粛されねばならないことはいろいろなデー
タが語っています。なぜ値下げなのか。クルマ
利用を促す施策は国も道路公団も決してとって
はならないと声を大きくしたいと思います。

（茨城県龍ヶ崎市在住）

	 　‘会’は人数より一人ひとりの熱意	 木村孝子投稿



46 クルマ社会を問い直す　　第57号（2009年10月）

　毎年11月の第三日曜日は国連総会決議で定められ
た、交通犯罪被害者の救済及び、交通犯罪予防のた
めの取組の重要性を啓発するための国際デーです。
　日本では今年も札幌、東京、大阪の三都市で関連
行事が開催されますのでご案内いたします。

■北海道での集い

交通死傷ゼロへの提言〜世界道路交通犠牲者の
日・北海道フォーラム〜

◦内容　
	 国連とWHOが提唱した「世界道路交通犠牲者の
日」に連帯し、道路交通による犠牲者を追悼すると
ともに、悲劇を繰り返さず、交通死傷被害ゼロを実
現するための課題と方策について、被害者のメッセ
ージ、基調講演、報告・提言などを通して参加者と
ともに考え、広く訴える。今回のテーマは、被害ゼ
ロのために、クルマ社会の幻想としてのスピード社
会を問うことを掲げる。
◦日時・会場　
　　　　	平成21年11月13日（金）　18:00〜20:40
　　　　	「かでる2・7」4階大会議室（200人定員）
　　　　	入場無料
　　　　	札幌市中央区北2条西7丁目
◦主催　北海道交通事故被害者の会
◦後援　	（行政機関等、以下依頼中）
　　　　	北海道（環境生活部生活局くらし安全課）
　　　　	北	海道警察本部（交通部交通企画課、警務

部警務課　犯罪被害者支援室）
　　　　	札幌市（市民まちづくり局　地域振興部）
◦協力　	交	通権学会北海道部会　（理事　川村雅則		

北海学園大学）
　　　　		ク	ルマ社会を問い直す会（北海道地域活動

連絡係　中村よしあき）
　　　　	「道はだれのもの？札幌21」（事務局　札幌	

　市西区　大場方）
　　　　	ス	ローライフ交通教育の会（事務局　札幌

市西区　前田方）

◦プログラム
　（1）「ゼロへの願い」：追悼と被害者の声
　（2）	「ゼロへの提言」：基調講演
　　　	まちと生命を守る「脱・スピード社会」を〜

北海道から世界へ、悲しみを希望に〜
　　　講師：小栗幸夫氏（千葉商科大学教授）
　（3）「ゼロへの誓い」
　　　報告、挨拶

■東京での集い
	 東京での世界道路交通犠牲者の日は「全国交通事
故遺族の会」が中心となって、11月15日（日曜）、東
京港区の日本財団ビル（2F）で朝10時から開催されま
す。
	 詳細はまだ未定とのことですので、近くなりまし
たら「遺族の会」のホームページでご確認下さい。
http://www.kik-izoku.com/

■大阪での集い

「交通死ゼロ」をめざして 
〜世界道路交通犠牲者の日の集い〜

◦日時　11月15日（日）午後1〜5時
◦会場　大阪市立中央会館ホール
　　　　	（地下鉄長堀駅南東5分）
◦内容　・追悼セレモニー（会員の話含む）
　　　　	・	講演：まちと生命（いのち）を守る「脱・

スピード社会」を〜大阪から世界へ、悲
しみを希望に〜

	 　　　　	小栗幸夫氏（千葉商科大学教授	ソフトカ
ー・プロジェクト・チーム代表）

　　　　	・朗読劇（TAV会員）
　　　　	・会場内でTAVのパネル展示
◦主催　TAV	交通死被害者の会
◦共催　大阪府・大阪市
◦後援　クルマ社会を問い直す会

〈世界道路交通犠牲者の日〉に参加しましょう
（World Day of Remembrance for Road Traffic Victims）

清水真哉（世話人　とりまとめ担当）　

行事紹介
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■ 仙田満・上岡直見編 
『子どもが道草できるまちづくり 
─通学路の交通問題を考える』

	 B6判、224ページ、2000円＋税
	 2009年7月刊、出版社　学芸出版社

	 この本は、2007年4月にこども環境学会横浜大会
において、クルマ社会を問い直す会とエコ・クリエ
ーターズ・クラブ、こどもとコミュニティのための
道研究会（略称こみち研）が中心となって開いたシン
ポジウム「道草のできるまちづくり」がもとになっ
てできたものです。シンポジストの1人であった上
岡直見さんが本にすることを提案され、企画・編集
作業実務の労をとってくださり、2年をかけてよう
やく発刊にこぎつけました。

	 本書の大きな特徴は、専門分野・関心事の異なる
10余名の執筆陣が、「道と子ども（歩く人々）の安全・
健やかな成育」という観点から、今のクルマ優先社
会に問題を投げかけ、あるべき道とまちのあり方を
考えている点にあります。このような切り口の本は
過去に例がなく、新しい問題提起の書といえるでし
ょう。
	 題名にある道草という言葉は、道と人とのつなが
りの奥深さ、道が本来持っていた（持つべき）役割を
伝えるキーワードであると、私はとらえています。
	 子どもにとって、歩くことと遊ぶことは一体です。
子どもたちは道でさまざまな人々や出来事に出会い、
遊びを紡ぎだしながら多くのことを学び、心身を強

くしていきます。本書は、「あてがいぶち」の公園
ではなく、家の近くや、家と学校などの他所を結ぶ
道という空間が、子どもの心身の成長にとっていか
に大きな意味を持つかを、調査や研究をもとに考察
しています。さらに、子どもも大人も安心して歩い
たり集ったり遊んだりできる道は、交通事故削減、
防犯、コミュニティーの創出などにも役立つという
研究も報告されています。
	 おそらく50〜60年前までは、道は人が往来し、集
う場でもあったはずですが、急激なモータリゼーシ
ョンによってまたたく間に車のための走行路となり、
子どもが遊ぶことはおろか安全に歩くことさえ保障
されない空間となりました。本書では、その急激で
強引な変化の様子や、その結果子どもたちがどんな
状況（被害）にさらされてきたか、心身にどんな影響
を受けてきたかも解き明かしています。また、交通
安全教育や通学路の交通安全対策が何のためにどう
進められてきたかの分析、国内外の歩行者安全対策
の紹介、そして、子どもが安全に歩いたり遊んだり
できるまちづくりの地域的な取り組み例、意識変革
のためのモビリティマネジメントの紹介等もされて
います。
	 執筆陣には本会の今井博之さんも主執筆者の一人
として加わり、鈴木一之さん、佐藤清志さんもそれ
ぞれの視点からコラムを執筆しています。ぜひ多く
の皆様にお読みいただき、地域での活動にもお役立
ていただけたらと思います。

＊購入ご希望のかたは、足立（メールアドレス：reiada@
if-n.ne.jp）までお知らせいただければ割引値でお分けい
たします。また、学習会等で販売される場合も、ご連絡
ください。
＊34ページの「道はだれのもの」を巡る意見交換でも内
容に少し触れています。

編者：	 仙	田満（子ども環境学会会長、放送大学教授、
子どもの遊び場や成育環境を研究）

	 	 上	岡直見（環境自治体環境政策研究所主任
研究員、交通問題の専門家）

執筆陣：	 椎	名文彦（元小学校校長、子どもの交通安
全の歴史などを研究）

	 	 今	井博之（小児科医師、本会会員、交通静
穏化、交通事故予防を研究）

おすすめ書籍の紹介
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	 	 水	月昭道（立命館大学衣笠総合研究機構研
究員、子どもの道草について研究）

	 	 木	下　勇（千葉大学教授、子どもの遊びと
まちづくりを研究）

	 	 久	保健太（東京大学大学院在籍、交通教育、
子どもの遊びなどを研究）

	 	 寺	内義典（国士舘大学准教授、交通工学、
都市計画などを研究）

	 	 谷	口綾子（筑波大学大学院講師、モビリテ
ィマネジメントを研究）

	 	 佐藤清志（本会会員、交通犯罪被害者遺族）
	 	 鈴	木一之（本会団体会員、環境NGOエコ・

クリエーターズ・クラブ代表）
	 	 足立礼子（本会会員）
＊編者、執筆陣の紹介文責は足立にあります。

もくじ：
はじめに──道を子どもたちに返そう（仙田　満）
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き

第Ⅰ部　劣化した通学環境
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	 	1　なぜ道草ができなくなったのか／2　モータリ

ゼーションが子どもの命を奪ってきた／ 3　子ど
もが遊べる空間は100分の1に／ 4　子どものため
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第2章　クルマ社会が子どもにもたらす害（今井博之）
	 	1　大気汚染・騒音・地球温暖化／2　肥満／ 3　

子どもの交通事故の現状
第3章　遊びの喪失と発達への影響（今井博之）
	 	1　子どもにとって遊びとは／2　道遊びの意義─

チューリヒ・スタディ／ 3　「子どもにやさしい
道」の提言

★Column1　デルフト宣言（今井博之）
第4章　「安全・安心」フィーバーに巻き込まれる子
ども（水月昭道）
	 		1　「安全・安心」のフィーバーとどう向き合うか

／ 2　監視社会と子どもの行動／ 3　岐路に立つ
「通学路」

第Ⅱ部　失われつつある「道草」
第5章　子どもの遊びの質の変化（木下　勇）
	 	1　地域の変化と子ども／2　道草・道と子どもの

成長／3　遊び場の四世代の変化／4　子ども道・
猫道

第6章　現代の道草ウォッチング（水月昭道）
	 	1　ある初夏の日に体験した道草／2　道草の意義

／ 3　どんな通学路が「いい道」なのか

第Ⅲ部　社会は通学路をどう扱ってきたか
第7章　学校と通学対策（椎名文彦）
	 	1　事故防止を抱えた道／2　通学対策が内包する

課題／ 3　通学対策の要件／ 4　通学路の再生は
脱クルマから

第8章　交通教育と交通施設による安全確保（久保健
太）
	 	1　「安全」を確保しなければならない場としての
「通学」路／ 2　「教育」による交通事故防止の時
代／ 3　「施設」による交通事故防止の時代／ 4　

「道路分化」による交通事故防止と道草の復活
★Column2　交通「事件」被害者の経験から（佐藤清
志）
第9章　これまでに行われてきた面的対策（寺内義典）
	 	1　面的対策の経緯とこれから／2　欧米における

面的な交通安全対策／ 3　日本における面的な交
通安全対策／ 4　面的な交通安全対策の成果と課
題

★Column3　偽の「青」信号─分離信号の必要性（佐
藤清志）
第10章　クルマ依存社会からの脱却（谷口綾子）
	 	1　モビリティ・マネジメントの取り組み／ 2		学

校教育におけるモビリティ・マネジメント

第Ⅳ部　	通学路を子どもの手に
第11章　子どもの参画で子どもにやさしいまちづく
りを（木下　勇）
	 	1　子ども参画の重要性／2　子どもにやさしい都

市／ 3　子ども参画のまちづくり／ 4　子どもが
動いて地域が変わる

★Column4　自動車内における子どもの受動喫煙問
題と喫煙運転の危険性（鈴木一之）
第12章　アクションプラン──提言と実践（木下		
勇、久保健太、椎名文彦）
	 	1　アクションプランへの提言／2　学校から遊び

場を広げる／ 3　「道路分化」への展望／ 4　各地
の実践例

おわりに─シンポジウムを開催するまで（足立礼子）

（足立礼子・地域活動連絡係）
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代表より　　杉田正明

　同じ石油エネルギーを元に、ガソリン車を走ら
せる場合と電気自動車を走らせる場合とを比較す
ると、石油の持っているエネルギーの内、人なり
貨物なりを運ぶのに有効に使われるエネルギーは、
電気自動車の方が2倍から4倍多いというデータが
あります。電気自動車の方が総合的なエネルギー
効率が高いということです。
　ガソリン車を走らせる場合は、原油からガソリ
ンを精製しそれをユーザーに運ぶ過程ではさほど
ロスが発生しないのですが、ガソリンを燃やし車
を動かす過程で廃熱になってしまう部分や機械を
動かす際に失われるエネルギーロスが大変大きい
そうです。一方電気自動車の方は、原油のエネル
ギーを電気エネルギーに変換する過程で多くの廃
熱が発生しロスが大きいのですが、その後の送電
ロスや電気エネルギーを動力に変換する際のロス
は機械体系がシンプルなこともあり比較的少ない
そうです。そして総合効率が先ほどのように2倍か
ら4倍電気自動車の方が優れているということにな
るそうです。
　このことはCO2削減の観点からみると、ガソリン
車を電気自動車に置き換えることはCO2の発生を
1/2から1/4に減らす効果があるということになり
ます。
　それでは電気自動車への転換を政策的に推し進
めるべきでしょうか。
　人を運ぶ場合、自家用車からトラム・鉄道に転
換すると、CO2をトラムで1/6、鉄道で1/9に削減で
きるというデータがあります。
　また貨物を運ぶ場合、営業用貨物自動車から鉄
道に転換するとCO2を1/7に削減でき、自家用貨物
自動車から鉄道に転換するとCO2を1/50に削減でき
るというデータもあります。
　現在において、CO2削減のためにどのような交通
手段を選択すべきかといえば、電気自動車への転
換ではなく、トラム・鉄道への転換こそが正解で
あるといえます。
　私たちは、（交通事故や交通弱者等の問題を持ち
出すことなく）CO2排出の観点のみからみても、電
気自動車への転換を進めるべきではなく、トラム・
鉄道への転換を進めるべきだと声を大きくすべき

でしょう。
　ただし、ここで比較参照しているトラム・鉄道
のCO2排出原単位は日本の現状に基づくデータです
が、それは利用密度次第で大きく変動しうるもの
です。トラム・鉄道を新たに計画する場合は十分
利用密度が高くなるような都市計画上の措置が必
要です。
　電気自動車には、加えて、現時点では、	電池の
価格が大変高い、しかも	電池の容量が十分でなく
航続距離を長くできない、という大きな弱点があ
ります。その結果、ガソリン車に置き換わること
には自動的に大きな制約がかかっています。
　問題は将来です。将来クルマはどのような位置
を占めるでしょうか、占めさせるべきでしょうか。
このことはこれからの産業構造のあり方、経済の
あり方を大きく左右します。
　地球温暖化への対応が進み、脱化石燃料もしく
はCO2削減が進むならばクルマからのCO2排出はさ
したる問題ではなくなるはずです。
　電池の価格は下がり容量もアップするでしょうか
ら、この面からの電気自動車への制約は小さくなる
でしょう。
　電気自動車とトラム・鉄道の比較選択が問題に
なると思います。
　大量輸送が可能なトラム・鉄道の方がエネルギ
ー効率は勝ると思いますが、発着地および移動時
間の選択の自由度が高く同時に荷物が運べる電気
自動車の利便性はトラム・鉄道を大きく上回るも
のと思います。
　社会が比較選択する上でのキーポイントは結局、
交通弱者の発生を抑止できる交通手段はどちらか、
交通事故発生を抑止しうる交通手段はどちらかと
いうことになる気がします。後者についてはおそ
らく今後クルマの技術的な対応が大きく進むと思
いますし、また進ませねばいけないと思います。
となるともっとも大きなポイントは交通弱者を電
気自動車の元で生み出さないですむかという点だ
ろうと思います。電気自動車社会が交通弱者をな
くせない・生み出すとすれば、将来の基幹的な交
通手段はクルマではなくトラム・鉄道でなければ
ならないということになると考えます。
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●クルマ社会を問い直す会では自公政権の高速道路週末
千円政策、および民主党の公約である高速道路無料化に
反対の姿勢を表明しています。しかし私たちのこの主張
は、実は二つの意味で矛盾を含んでいます。
　現在の高速道路料金が高いことの主たる理由は、プー
ル制と呼ばれる仕組みにより、徴収された料金を新規の
高速道路建設に回しているからです。高速道路料金を高
いままにしておけという主張は、道路建設に関わる人た
ちには都合の良いものとなるのです。
　無論、これ以上の道路、高速道路の建設はあってはな
らないことです。現在の高速料金の収入は新規の建設資
金には回さず、これまでの道路建設の負債の返済にもっ
ぱら回さなくてはなりません。
　では、道路建設のための借入金をすべて返し終わった
後の高速料金はどうあるべきなのでしょうか。ここに私
たちの主張の二つ目の問題点が隠れているのです。
　今の高速料金の高さが自動車利用を抑制する効果を有
していることが、高速料金引き下げ政策により浮かび上
がってきました。しかしこれは料金プール制により高速
料金が高止まりしていることの副次的効果であり、始め
から高速道路の利用を抑制することを目的に高額の高速
料金を設定している訳ではないのです。
　ですから新規の道路建設をせず、過去の借り入れも返
し終えたら、高速料金が道路の維持管理に必要な程度の
額にまで引き下げられることは自然なことと言えます。
　しかしそれでも高速料金が大幅に下がれば、現在の高
速道路週末千円が引き起こしているフェリーや高速バス
や鉄道の利用者減少という事態はやはり起きて来るでし
ょう。その時にも私達は公共交通の経営安定という目的
のために、本来の必要経費以上に高く高速料金を設定せ
よと主張できるでしょうか。これは不可能ではないにし
ても理論づけることは簡単なことではありません。ま
た、その料金収入を何に用いるのかという問題も出て来
ます。自動車利用抑制のためならガソリン税の引き上げ
や炭素税等の方法も選択肢としてあり得るわけです。
　そもそも道路ばかり高規格のものを造り過ぎました。
その一方で鉄道は前近代的な設備のまま放っておかれ、
料金もサービスに見合わず高すぎます。これでは公共交
通が自動車に負けるのも無理はありません。鉄道に税金
を入れて、つくばエクスプレス並みの高規格に作り直し
た上で適正な乗車料金に抑えることにより、高速道路に
対して競争力を付けさせるという方策も必要です。
　少し気の早過ぎる議論をしたかも知れません。
　我々が今、本当に主張すべきことの第一は、高速道路
の新規建設をきっぱりと止めること、第二にこれまでの
道路建設の借り入れを税金ではなく料金収入により支払
わせることです。

　それから忘れてはならないことは暫定税率を廃止させ
ないことです。これも道路建設に使われるのでは何のた
めに廃止に反対するのか分かりませんから、一般財源化
を徹底させることが大事です。これらを私達は粘り強く
訴えていきたいと思います。	 （清水真哉）
●夏は、なかなか能率が上がらないので（この原稿を書
いているのは8月中旬）、普段行ってみたいがなかなか行
く機会がない場所へ、小旅行？をしています。
　神社、仏閣、教会等に興味があるのですが、それは置
いておいて、交通関係では、大宮の鉄道博物館に行って
きました。
　JRの大宮駅から、徒歩で20分、ニューシャトルでは
鉄道博物館駅から1分のところにあります。
　主として、日本の鉄道の歴史を実物（列車）を展示して
伝えることと、現在の列車のミニチュアに乗せることに
重点が置かれているようです。
　ターゲットは、小学生と高齢者に置かれているのか
な、と考えます。
　小学生をターゲットにするのは、モビリティーマネジ
メント？の点からも正解かなと思います。ちょうど夏休
み期間なので小学生が多かったです。このまま鉄道ファ
ンでいてほしいものです。
　高齢者にとっても懐かしい列車が展示されており、こ
れからも高齢者が増えることからして高齢者にとっても
興味の湧く施設です。
　ただ、残念な部分もあります。
　図書室もあるのですが、週末しか開きません。
　また、ヒストリーゾーン（列車を展示している場所）の
二階には、鉄道歴史年表が75メートルにわたってあるの
ですが、鉄道の歴史上重要な事項と、何とか列車が走り
始めたとかの事項が同じ比重で示されているに過ぎませ
ん。
　例えば、鉄道の国有化、や、逆に民営化（JR化）が本
当に簡単な記述で済まされており、拍子抜けです。鉄道
を日本の歴史？という点から捉えてみたい向きにはかな
り物足りないのではないでしょうか。
　また、環境の面から他の交通機関と比較してどうかな
どの展示もあるかなと探しましたが見つけられませんで
した。
　これらの点を投書したいと思い聞いてみましたが、博
物館についての感想を投書できるポストは置いていない
ということでした。
　以上、JRになっていい意味で商売感覚が出てきてる
なと思わせる反面、JRの公的な側面をかなり捨ててる
のではないか、商売感覚がまだ不十分ではないか、とも
思わせる博物館だなという感想を持って家路につきまし
た。	 （後藤　昇）

事務局より　　清水真哉・後藤  昇
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ブックレット・冊子バックナンバー・会パンフレット等
※当会（杉田聡・今井博之）著作岩波ブックレット『クルマ社会と子どもたち』−定価1冊440円を400円でお分けしま
す（送料は別）。まとめ買いの場合にご利用ください。
※会報『クルマ社会を問い直す』（年4回発行）のバックナンバー（1号〜56号）−1冊100円でお分けします（送料は別）。
会の14年間の動きを再確認されたい方はぜひお読みください。
※冊子『「クルマ社会と子どもたち」（その後）：交通沈静化の海外の取り組み』（今井博之著・37号に同封）、冊子

「クルマ社会と子どもアンケート」報告集・ダイジェスト版（35号に同封）、冊子「脱クルマ、その課題の広がり」（杉
田正明著・51号に同封）、会のパンフレット−これらもご活用ください。会合やイベントなどで配布してくださる方
には、必要数無料（送料も無料）でお送りします。
　以上、申し込みは事務局・後藤（会報56号送付時に同封した名簿参照）まで。

お分けします

会員継続をお願いします。当会運営のため、複数口の会費と寄付をお願いします。
　会員の皆様、会費を振り込みいただきありがとうございます。
　ラベルシールの宛て名の上部に「08済」「09済」と記載しています。それぞれ、2008年度、2009年度までの会費を
払い込んでいただいたことを、表しています。
　2009年4月1日から2009年8月11日までの会費・寄付納入者・団体は48個人・団体です。
　年間の会費は、個人が一口2000円、団体が5000円です。
　当会は、皆様の会費・寄付で運営されています。ぜひとも、2009年度の会費を振り込みいただき、継続して会員
になっていただくようお願いいたします。また、複数口の会費や寄付もよろしくお願いいたします。
　会費や名簿管理の件でお問い合わせがあれば、青木までご連絡ください（会報56号に同封した名簿参照）。

会計より　　青木  勝

　会報の表紙など、会の主張を伝える活動に活用させていただける写真を募集しています。ご協力をお願いし
ます。事務局または会報担当へお送りください。例：おすすめの公共交通機関、歩行者・自転車専用（優先）の
道やまちの風景、逆にクルマ社会の中で失われゆく情景、クルマ優先の危険な現実など。

公共交通・素敵な道などの写真をお寄せください。

　お住まいの地域の自治体や議会に出された道路の危険個所の改善要望や提案など、また、行政のパブリックコメ
ントへの意見などの文面を事務局または会報係へお寄せください。活動の参考に、会報で紹介したいと思います。

要望や陳情、パブリックコメントの事例をお寄せください。

　地方支部は、ある程度の範囲でまとまって集まったり活動したりするために便利であれば、設立してもよいも
のと思われます。世話人にご提案ください。
　また、地域活動連絡係は、2000年度から設置しています。「世話人ほどでなくとも、少しだけでも会の運営に関
わりたい」、「運営状況をもっとよく知りたい」というような意識の方々が、より積極的に関わっていただくきっ
かけになると考えています。また、世話人とそれ以外の会員の敷居を低くすることや、全国の地域活動を活性化
する意味もあります。世話人を引退しても会をサポートし続けたい、という方も担ってくださっています。
　地域活動連絡係は会則に規定はなく、「クルマ社会を問い直す」に添付される名簿に電話番号や住所を載せてよ
く、会員から気軽に連絡がきても対応できる方、という扱いです。特に重い任務はありませんが、公となる名簿
に名前が載り、会の顔のひとり、という役割にもなります。お気軽に担ってください。

地方支部と、地域活動連絡係の制度について
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版下作成：梅沢博　　印刷・製本：日本グラフ　力丸芳文

■ 東京ミーティング　ご案内
　12/11（金）、1/16（土）

　現在、東京ミーティングを月一回開催しています。
ご参加ください。
　以前は月の第4土曜日を中心に開催していました
が、会報の発送日変更に伴い、月の第2土曜日を中
心に開催しています。気軽に参加してください。
日時　12月11日（金）　18：30〜21：30
場所　生活思想社
　　　東京都新宿区神楽坂2-19銀鈴会館506
　　　	（銀鈴ホールという映画館がある建物の5階です）
　　　最寄り駅　JR飯田橋駅、地下鉄飯田橋駅
　　　TEL ／ FAX　03−5261−5931

内容　・情報交流
　　　・活動交流
　　　・意見交流
　　　・	上記のほかに、会報の発送作業やその他の

事務作業をお願いすることがあります。

　12/11（金）以降の予定は、1/16（土）です。土曜
日は14：00から、金曜日は18：30から開催します。
　なお、日程、開始時間が変更になる場合が考えら
れます。電話による確認は090−6931−6051（杉田）
まで

担当　	後藤昇（世話人、会報56号に同封した名簿参照）

●次号発行予定：2009年1月中旬
●原稿締め切り：11月15日（締め切り厳守でお願い
します）

●送付先：林裕之（会報56号送付時に同封した名簿参照）
●募集内容：（クルマ社会の問題に関連したものに限
ります。）

・投稿（情報提供や活動報告・活動提案、会や会報へ
のご意見など。字数はおよそ3000字以内。超える
場合はご相談ください。短文でもどうぞ。投稿は1
つの号につき一人1点までとします。

・公的機関等に出された意見書など
・写真（解説つきで）やイラスト
・「私のイチおし」（おすすめの本や場所など）
・会・会員に関連する報道、投稿記事（新聞、雑誌など）
・調査研究報告などの長文もご紹介します。ご相談く
ださい。

●原稿は特別な事情のある場合以外は返却いたしません。
★原稿についてのお願い
・お名前・住所・電話やFax番号を明記してください。
・パソコンあるいはワープロ入力可能な方は、電子メ
ールかフロッピーディスク（Windows・MS−DOS
のWordファイル）でお願いします。電子メールの場
合、ファイル添付が助かります。

・手書きの場合、原稿用紙に楷書で読み取りやすい濃
さでお書きください。

・タイトルを必ずつけてください。
・文が長い場合、小見出しをつけると読みやすくなり
ます。編集担当者への字数調整や内容整理の依頼は
ご遠慮ください。
・省略した単語や難解な単語は避け、専門的な用語に
はひとこと説明を添えてください。
・写真つきの場合、写真の説明文を原稿の最後に入れ
てください。
●原稿の著作者による校正は原則として行いません。
著作者による校正を行うと編集作業の時間が伸び、
編集側の負担が増えることが多いためです。商業出
版でない我々の会報は，完成原稿を出していただく
ことを原則とします。論文などで特に正確さを必要
とする場合、長文で誤字等が発生しやすい場合など
においては著作者による校正の機会を設けますが，
原則として編集者の校正に任せていただきます。尚
いただいた原稿で明らかな誤字脱字、明らかに不適
切な言い回しがあり訂正すべき方向が明白な場合に
おいては、著作者にお断りすることなく修正させて
いただくことがありますのでご承知おきください。
●会報は現在当会のホームページhttp://toinaosu.org
でそのままpdfファイルにて全面的に公開しておりま
す。原稿をお寄せくださる方は、その点あらかじめ
ご承知おきください。また名前について匿名を希望
される方はあらかじめお知らせください。

■「クルマ社会を問い直す」原稿募集のご案内 ■


